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は じ め に

三谷　それでは，労働経済学の学界展望の座談会を
始めたいと思います。今回は，おおむね 2009 年から
2011 年の間に出版されました論文を対象に議論する
ことにし，慶應義塾大学の太田聰一先生，大阪大学の
小原美紀先生，そして政策研究大学院大学の田中隆一
先生にお集まりいただいております。

今回は，最近よく議論されています「日本の雇用シ
ステム」をまず取り上げます。そして，その中で非正
規化，あるいは二極化というものが注目されています
ので，それについても取り上げます。このほか，若
年，女性，高齢者につきまして，それぞれの労働問題
を取り上げた論文について，議論していきたいと思い
ます。

また，労働が健康状態に与える影響，労働が次世代
も含めて教育に与える影響，そういう論文も取り上げ
たいと思います。

なお，今回扱う論文ですが，まず分野を選んだ後
に，参加者の目にとまったものを取り上げております。

それでは，まず，「日本の雇用システム」につきま
して，論文をご紹介いただきたいと思います。

Ⅰ　日本の雇用システム

○Ariga，Ken and Ryo Kambayashi“Employment 
and Wage Adjustments at Firms under Distress 
in Japan: An Analysis based upon a Survey”

太田　この論文では，独自に調査した製造業とサー
ビス業の二千数百社のデータを使って，90 年代以降
に実施された雇用と賃金の調整について分析していま
す。基本的には企業に対して，総労働コスト削減の必
要性があったかどうか，その際に基本給をカットした
のか，あるいは解雇したのか，その選択や程度を聞い
ています。

その意図は，不況期には労働者の雇用を確保しなが
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ら賃金でフレキシブルに調整するという，これまで言
われてきた日本企業の特徴が，90 年代以降の不況期
に変わったのかどうかということを，きちんとデータ
を使って分析するというものです。

この研究では，非常に興味深い結果が幾つか得られ
ています。コスト削減の必要性が高まれば，雇用の調
整のほうに重点が置かれ，基本給のカットという部分
では意外と影響は少なかった。雇用を優先的に守るた
めに賃金をカットするという従来の世界からは少し違
うような結論が出ています。

さらに，賃金調整，この場合は基本給ですけれど
も，基本給調整を規定する要因は幾つかあるので，例
えば調整のコストは何かということを聞いています。
基本給をカットする際には従業員側と交渉しなければ
いけない，その交渉の回数はどのぐらいかかりますか
という問いに対して，かなりかかるということであれ
ば，なかなか賃金調整はしないことが示されていま
す。あるいは賃金カットで離職率が高くなるというこ
とであれば，それも調整を抑制します。あと，よい労

働者を確保できなくなるというような逆選択の問題も
影響を与えるという結論になっています。

さらに，外部労働市場での競争があまり厳しくない
場合には，賃金カットが行われやすいということも見
出しています。最終的に賃金調整は，ある種のレント
という性格を持っていて，その部分によって調整が行
われているような結論を得ているわけです。独自デー
タを使ったオリジナリティの高い研究だと感じました。

感想めいたことですが，論文では調整が雇用面に偏
る傾向を見つけていますが，論文の中でも述べられて
いるように，調整スピードが変化したかどうかという
話は特になされていません。他の研究で非常にナイー
ブに調整速度を計測した例では，90 年代以降，少し
調整スピードが速くなったのではないかという話も
あったりするわけです。そういった調整スピードの話
とうまく連絡できればおもしろい気はしました。

ただ，スピードが速くなったか，遅くなったかとい
うことは，日本の雇用システムとすごく大事なリンク
になるのかどうか。私のイメージでは，例えば長期的
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に見通しが暗くなれば，わりと現段階で人員を抱え
て，人材育成していくというモードはとりにくい。調
整が速くなっても，それをシステムの変化だととらえ
ていいのか，実はそう簡単な話ではないという気がし
ています。一体何を見れば，日本的なシステムの変化
ととらえていいのか，というのは意外と難しい。調整
スピードについても同じことが言えるのではないかと
思いました。

三谷　その点は同感です。調整スピードが変化した
ということだけで，雇用システムが変わったかどうか
という見方は一面的ではないかと思います。

それから，この論文で非常におもしろいなと思った
のは，いわゆるレントがあるところで賃金調整を行っ
ているということです。そこは，他の先行研究にない
ところで，結局，レントがないような，非常に厳しい
市場競争にさらされているようなところでは，賃金調
整する余裕さえない。そういうところでは賃金調整は
行われないということですね。レントがあるところだ
けで賃金調整をやる。そういう競争市場，企業の置か
れている市場によって，賃金調整を選ぶか，雇用調整
を選ぶか，企業行動が変わっているというのは，すぐ
れたポイントだと思いました。

太田　そうですね。それとまた，賃金の調整のコス
トが有意に効いていて，効率賃金仮説の色彩が非常に
強いですよね。海外の研究，たしかキャンベルらが企
業調査した研究（Cambell  and Kamlani  1997）では，
まさに同じことがイメージされているわけです。そう
いう意味では似ているといいますか，効率賃金の世界
が日本でもありそうだということを，企業調査によっ
て明らかにした点も非常に大きな貢献ではないかと思
いました。

田中　私も三谷先生と同様に「賃金カットできない
ような企業が雇用を減らす」というところが，非常に
おもしろいと思いました。特に市場競争度は，国や産
業が国際貿易などで世界にどれだけ開かれているかと
いうことにも影響を受けるので，今，TPP をはじめ
貿易をどうするかが非常に大きい問題になっています
し，そういう視点からも政策的含意が高い印象を受け
ました。

若干気になったこととして，調査自体の回収率は
11.6％とそれほど高くなかった点があります。もちろ
ん，この論文の中ではこの調査で得た結論をどれだけ
一般化することができるかについて，非常に細かい配

慮がなされていて，とても丁寧な分析をされているな
と思ったのですが，ほかにも何かこのような分析に使
うことのできるデータはないのでしょうか。

小原　他のデータは存じませんが，ここで使ってい
るデータでは，思い描いている仮説，こういうのを見
たいという，例えばレントに関しても調査側がイメー
ジを持って尋ねていますので，分析に使えるデータと
なるかわりに回収率は低くなってしまうのだと思いま
す。

この調査の一番の長所は，雇用と賃金が同時に聞か
れていることです。通常は賃金調整について，もしく
は雇用調整について別に聞かれてしまうことが多いと
思います。この調査の中では，ダイレクトに 2 つの選
択が回答できます。例えば，企業が賃金よりも雇用で
調整するということを選択できます。数が少ないこと
はマクロデータの平均を見て補完したりと，すごく丁
寧に分析している印象を受けましたし，結果もおもし
ろい。

私が気になったのは，調査対象として 2008 年時点
で生き残った企業であるということです。それについ
てはこれ以上議論できないと論文にも書いてあります
が，90 年代になくなった企業もありますよね。もし
かすると生き残った企業ほど大きく雇用調整したのか
もしれない。そうすると，雇用調整の影響を過大評価
してしまうかなという気はしました。また，今の田中
先生の話ですと，回答した企業の特徴も結果に影響し
てしまうかもしれないですね。

太田　それと，賃金か雇用かという選択の相互依存
関係というのが，なかなかそう簡単にはわからないな
と。分析では賃金調整のコストに関する説明変数は賃
金関数の推計式に，雇用調整のコストに関する説明変
数は雇用調整関数の推計式に入れていますが，賃金が
調整しにくいから雇用を調整するとか，雇用が調整し
にくい場合には賃金調整するとか，そういう相互依存
関係がひょっとするとあるかもしれない。そういうこ
とを考えると，まだいろいろと検討の余地があるのか
な，という気がします。

田中　推定の結果，賃金調整式と雇用調整式の誤差
項の相関はゼロと有意には異ならなかったんですよね。

太田　有意ではなかったみたいですね。
小原　そうすると，最初の目的の相互依存関係はど

こで見るんだろうということに。
田中　でも，相互依存関係があるかどうかは，推定
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してみないとわからないですからね。
小原　アンケートの時点で，賃金と雇用の 2 点につ

いて同時に調査したことで示される結果もあり，そこ
に分析の意義があると思います。同じサンプルで賃金
と雇用について同時選択を分析することは，他のデー
タではできないですよね。

○Ono, Hiroshi ”Lifetime Employment in Japan: 
Concepts and Measurements”

三谷　この論文は日本の終身雇用というのが，どの
くらい労働者に適用されているのか。それから他の国
に比べて，どの程度特徴的なのか。それがどのように
変化しているのか。こういうことについて，さまざま
な指標や定義を用いて分析しています。

分析の結果，終身雇用の労働者は全体の約 20％と
いう，これまでの推計の中でも小さい値が出ておりま
す。推定の根拠は，大企業の男子正社員の割合が
20％くらい。それから 50〜54 歳層のいわゆる標準労
働者，学校を出てすぐ就職して会社をかわっていない
人の割合が 20％。それから 30 年間離職していない確
率が 20％。こういうものを根拠にしています。

女性では終身雇用が少なくて，大企業と公務員の男
性，とりわけ大企業，大卒男子に多いというのはこれ
までわかっていることですが，国際比較をすると，日
本は OECD 諸国の中で移動率が最も低い国になって
います。長期雇用の割合が高いとか，短期雇用の割合
が低いとか，あるいは 5 年残存率が最も高いとか，非
自発的離職率が最も低いとか，こういったことが国際
比較で見るとわかるということです。

終身雇用が変化したかどうかについては，どういう
指標を用いるかによって相反する分析結果が出てい
る，というのがこの論文の立場です。コア労働者と
か，正社員，フルタイムで見ると，終身雇用は減少し
ていることが指摘されていますが，一方，標準労働者
の割合とか，離職しない確率の推移で見ると，終身雇
用が増加，もしくは変化していないことを示唆してい
るということです。

概要は以上ですが，この論文は，日本的雇用慣行の
中で 1 つの柱と考えられている終身雇用というもの
が，いろいろな指標でとにかく定義して，どれくらい
かというのを確かめ，国際比較も行い，それがどう変
化していったのかを，特にバブル崩壊後の長期不況の
中でどのように変化したのかを見ています。「今の日

本の雇用システムはどう変化しているのか」というこ
とをたくさんの指標で見たところに意義があると思い
ます。

ただ，この終身雇用，Lifetime employment という
言葉が少しひっかかります。そういう終身雇用に関す
る論文はたくさんあります。しかし，むしろ日本の雇
用システムは，長期雇用が最も大きな特徴ではないか
と私は考えています。

田中　この論文の最初の問いは，長期雇用慣行がな
くなったかどうかということだったと思います。その
問いに対する答えとしては，確かに労働者の平均で見
ると 20％と，今までの数に比べると低いわけですが，
既にコアの労働者となっている人たちの終身雇用はい
まだに残り続けている，というメッセージのようにも
思いました。

三谷　その点については，コア労働者ではない人が
増えています。ですから，正社員やフルタイム労働者
の指標で見ると，終身雇用は次第に減少しているとい
う判断があります。そのことはどこで見るか，どうい
う指標を使うかによって違って見えるとは言っている
のですが，あまり詳しくは分析していません。

小原　終身雇用ではなく長期雇用だとして，長期雇
用が 20％というのはどうですか。

三谷　この論文では企業規模 500 人以上の男性正社
員の割合が 19％となっています。男女計 50〜54 歳層
で学校を出てすぐに就職して一度も転職したことのな
い標準労働者の割合がほぼ 20％，そういうことを根
拠にしているのです。これに，終身雇用という定義を
当てはめようとしているんでしょうね。

小原　これが終身雇用かと言われると，少し理解し
にくい印象です。ただ，長期雇用自体がだんだん減っ
てきているというのは，他の統計でも出ていて，それ
らと結果としては整合的であるという解釈でいいです
か。

三谷　長期雇用というか，終身雇用は減少している
という判断でしょうね。ただ，そのところはこの論文
では分析していません。そこは，Kambayashi  and 
Kato（2011）がかなり詳しくやっていて，比較的勤
続年数が短い正社員について，90 年代以降どう変わっ
ていったのかを見ています。10 年間の残存率を 30〜
35 歳層で勤続年数が 0〜5 年と短い女性について見る
と，1982 年から 92 年までの残存率が 68％，7 割ぐら
いの人が残存しています。それが 10 年後，92 年から



日本労働研究雑誌 7

学界展望　労働経済学研究の現在

2002 年までの残存率は 43％に落ちている。大企業の
ほうが中途採用の女性だと大きく落ちているというの
が非常に特徴的です。一番長いところ，コア労働者は
確かに残存しているのですが，勤続年数が短い人はか
なり減っている。男性よりは女性，大卒よりは高卒で
残存率が大きく下がっているというのが Kambayashi 
and Kato 論文です。

小原　コアの労働者よりもコアではない労働者が増
える，その人たちの残存率が低いということで，全体
で見たときの終身雇用が減っていくように見えます。
両方の要因がありますよね。コアでない労働者へシフ
トして，シフトしたほうではもともと残存率がとても
低いという。

三谷　そうですね。
太田　終身雇用者の割合と言うと，今度は終身雇用

の定義が非常に難しくなってきますので，それだった
ら労働者が企業にどの程度残っているかという残存率
を見るのは 1 つの重要な視点だと思います。その一方
で，その指標はおそらく離職率と相関が強い。した
がって，その期間に景気変動があった場合には残存率
がかなり変化するでしょう。自発的離職が多くなった
ために残存率が落ちるということもあります。長期雇
用が変化したかどうかという場合，そういった自発的
離職の部分までカウントすべきなのか。残存率から非
自発的な部分による残存のみを考えた形というのがも
しできれば，より正確な話ができるのではないかとい
う気はしました。

田中　自発的離職と非自発的離職に分けるという点
は，企業と労働者のどちらが長期雇用関係を望んでい
るのかを考える上では，重要な気がします。長期雇用
慣行は企業側が提供しているものだという視点だと，
非自発的離職が残存率の重要な決定要因と考えられま
す。しかしながら，この論文の中でも触れられている
ように，長期雇用関係というのは企業と労働者の相互
依存関係であるということであれば，労働者側が 1 つ
の企業にどれだけ勤める気があるのかということも残
存率の重要な決定要因になってきます。

小原　自発的か非自発的かをデータから見るのは，
とても難しいですよね。

太田　そうですね，実際には。
小原　それから，離職に関して労働需要側の要因な

のか，それとも労働供給側の要因なのかを識別するの
もとても難しい。

太田　そうですね。そのあたりはラフにやるしかな
いでしょうね。

小原　とても重要なことですけれども。
太田　また，自発的であったとしても，例えば賃金

カーブがフラットになって企業にとどまるインセン
ティブが低下したときに自発的離職が増えたら，それ
も日本的雇用慣行の変容だととらえる考え方があるか
もしれません。そこを総合的に考えるのはかなり難し
いことなのでしょうね。

○Shimizutani, Satoshi and Izumi Yokoyama “Has 
Japan’s Long-Term Employment Practice 
Survived? - Developments since the 1990s”

太田　Ono 論文で終身雇用者の割合等で見た日本
的雇用慣行の変化ということがあったのですが，この
論文では，勤続年数で見て長期雇用が「失われた 10
年」で残ったか否かを検証しています。どういうこと
をやっているかといいますと，『賃金構造基本統計調
査』の 1990 年から 2003 年までの個票を使って，その
間の勤続年数の変化を，ワハカ・ブラインダー分解に
よって，まず，平均勤続年数に関して分解を行ってい
ます。それによって，さまざまな労働者の属性の構成
が変わったことによる変化が起こっているのか，ある
いは属性の構成ではなく，属性固有の勤続年数の長さ
みたいなものが変わってくることによって変化が生じ
ているのか，というのを識別しようとしています。

平均勤続年数を使った分析の結論ですが，90 年代
の勤続年数は平均値をとってみると延びているのです
が，その延びの要因としては，係数の効果が大きかっ
たということです。

それに加えて，勤続年数の分布の変化も分解しよう
というので，DiNardo,  Fortin,  and  Lemieux 分解を
使って分布の変化の分解を行っています。そこでも，
先ほどの平均勤続年数の分解とほぼ似た結果が出てい
ます。ただ，興味深いことは，勤続年数分布を見る
と，もともと勤続年数が比較的長い層で厚みが増して
いて，そういった人たちは勤続年数の長期化による雇
用保障がある意味強まっている。けれども，勤続年数
の短いところには必ずしもそういう傾向が見られませ
ん。このあたりは重要な発見ではないかと思います。

三谷　私も DiNardo, Fortin, and Lemieux 分解，非
常におもしろいなと思いました。特に男子のところに
山が幾つかあって，いわゆる世代効果ではないかと思
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うのですが，これが次第に時系列で動いているという
のがはっきり出ている。景気のいいときに入った人
は，勤続年数が着実に延びているというのが非常に
はっきり出ているなと思いました。

太田　私もこの分布を見て，おそらく世代効果が
ピックアップされていると思いました。以前，大竹・
猪木（1997）が，卒業時に労働市場の需給バランスが
逼迫すると，その後の勤続年数が長くなることを明ら
かにしていますが，そうした影響がここにも出ている
のかなというところで興味深いです。

平均勤続年数の分解に関して，係数効果のウエート
がかなり大きかったという点は重要な発見だとは思い
ますが，それが一体どの係数の効果によって引き起こ
されたのかという議論をもう少し詳しくしていただく
と，その背後に起こった変化の経済学的な意味づけが
より明確になったのではないかという印象を持ちまし
た。ここではデータの情報量をぐっと凝縮したものが
出ていますが，意外ともっと手前の部分でたくさんお
もしろいものがあるのかなと。

三谷　私もその点は同感です。係数の変化によって
かなり大きく平均勤続年数が変わっているということ
ですが，その中身が少しわからない。そこのところを
もう少しやってほしかったというのと，あとは，この
分布の分解ですね。この方法でやったときに，1 つだ
けの要因について，係数の変化と属性の変化というの
を分解することができるのでしょうか。

小原　他の属性は説明変数としてコントロールし，
要因分解において 1 つの属性の影響を見る際には他の
属性は一定と仮定します。本当は同時にいろいろなこ
とが起こっているはずですけれども，ある効果を見る
ときには，別の効果はないという仮定を置くというこ
とです。この場合，どんなサンプルが各年のデータサ
ンプルに入っているかが分布を描く上でとても重要に
なりますが，『賃金構造基本統計調査』を使っている
ことは結果に影響するでしょうか。賃金構造のデータ
に詳しくないのですが，90 年，95 年，2000 年の期間
でサンプリング自体はほぼ同じと考えていいですか。

三谷　事業所・企業統計調査がベースになっていま
すので，その期間に新たな事業所・企業統計調査の結
果が出てそれに基づいた抽出替えがあると，当然抽出
されなくなる場合もあるということになります。

小原　この分析では，例えば 90 年と 95 年の比較で
すと，仮想現実と実際の分布にどれぐらい差があるか

が重要です。これを非常に大きいと読むのかどうか。
田中　分布を見ると，大きい場所もあれば，そうで

ない場所もありますね。
小原　実際に大きいところを視覚的だけでなく，数

値として出していただけるとよりわかりやすかったか
なという気はしました。どの要素がどれぐらい説明し
ているかが示されているとよかったのかなと。技術的
なことですけども。

先ほどの論文との関連，日本の雇用システムと勤続
年数の分布という話からすると，どういうふうに理解
すればいいのでしょうか。

太田　例えば，定年年齢が延長されると，自動的に
長期勤続者の勤続年数が延びたりします。そういった
影響をもしも部分的にピックアップしているとする
と，それを雇用システムの変化と呼ぶべきかどうか。
雇用保障が強くなったのは事実ですが，勤続年数が長
いとか，より延びているからといって，企業が自発的
に雇用を延ばそうという意図を持ってやっているかど
うかは，意外と識別するのは難しいかなという気がし
ます。継続雇用も勤続年数にカウントしていますよね。

小原　定年退職後残った場合にはカウントされるん
ですね。そうすると，勤続年数の変化と雇用システム
の変化が絡んでくる。

太田　そういうことはありますね。長期勤続者の勤
続年数が延びたというあたりと，高齢者雇用の関係に
は注意する必要があると思います。

田中　あともう 1 点興味深いこととして，長期雇用
の人たちの勤続年数は増えているのですが，真ん中ぐ
らいの人たちが減っているというのは，行く行くは長
期的な所得格差に帰着するのではないかというメッ
セージがあったと思います。Ono 論文でも，コア労
働者はまだ長期雇用で保護されているけれども，全体
で見ると，20％と低くなっているということでした。
この 2 つの論文からは，所得分布の二極化というメッ
セージが共通して出てくるのかなと思いました。

太田　それから，勤続年数は過去の転職経験など凝
縮した指標です。先ほどの，世代効果がずっと残ると
いうところにも見られますように，過去の情報という
のは引きずってしまうところがあります。勤続年数自
体にそういった性質があるということは，解釈すると
きに考えなければいけないポイントの 1 つなのかもし
れない。直近の変化を見ようとすると，なかなかここ
ではとらえることができず，すごく長期にわたる影響
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が出るので，昔のこともあらわれるし，今のことも出
てくる感じがします。

三谷　1 つだけ付け加えますけれども，この論文も
そうですが，官庁データの個票が使えるようになった
のは，非常に大きいのではないかと思います。最近こ
ういう大規模データで日本の雇用システムにかかわる
ような，すぐれた分析が出ているというのは注目した
いと思います。

小原　そうですね。規模が大きいからこそ分布が描
けたのであって，二極化という話は，分布が描けなけ
れば議論にも上ってこなかったところだと思います。
その意味でとても重要な論文ですし，こういうデータ
を使って分析したことの貢献が大きいと思います。

三谷　統計法改正のメリットが出てきたということ
でしょうね。

Ⅱ　非正規化・二極化

○池永肇恵「日本における労働市場の二極化と非定
型・低スキル就業の需要について」

三谷　池永先生は前の論文の池永（2009）で，5 つ
に業務を分類して二極化が進んでいることを明らかに
されています。この論文では，その中の非定型手仕事
業務，どちらかというと低スキルの業務が増加してい
る背景を，需要面から分析しています。

IT 化が進むと，高スキルの業務が増加することは
いろいろな理論からわかりますが，非定型の手仕事業
務，マニュアルのほうの業務というのは，それほど簡
単ではないと主張しています。そこで非定型手仕事の
業務を対個人サービス支出やサービス職種の就業者で
近似して，そして高齢化とか，世帯規模の縮小等の人
口動態，あるいは一時的な経済環境，需要者としての
高スキル就業者の増加，こういうもので説明しようと
しています。同時に，こうした非定型手仕事業務の増
加と低賃金労働者の増加についても分析しています。

分析結果は，第一に，消費支出に占めるサービス支
出の割合は，おおむね所得階層が高まるにつれて，世
帯人員数が減少するにつれて，あるいは世帯主が高齢
者，60 歳以上で高まるということを言っています。
そのことから，人口動態要因，世帯数の減少とか高齢
化といったものが無視できない説明要因になっている
ということです。

第二番目は，サービス職種の就業者比率は，高スキ
ルの就業者比率とおおむね正の関係であるということ
を，都道府県のデータで明らかにしています。それか
ら，高スキルの就業者が増えている都道府県では，
サービス職種の就業者が増えていると主張しています。

第三番目は，サービス職業への参入が多い都道府県
では，賃金分布で下位の労働者が増えている。サービ
ス職業への参入が，下位の賃金格差を拡大させた可能
性があるという結果を示しています。

これは二極化の議論の中で，低スキルで低賃金とい
うところの雇用が増えているということを需要側から
分析しようというもので，人口動態，あるいは高スキ
ルの人が増えていることの波及効果ではないかという
分析結果です。かなりいろいろなデータ，マイクロ
データも使って相当苦労されて行っている研究だと思
います。

これは他でやられているのかもしれませんが，非定
型の手仕事業務，マニュアルのところは，非正規化と
密接に関係しているのではないかと思います。できれ
ば非正規との関係を明らかにしたほうがいいのではな
いか。これはおそらくこの次の論文と密接に関係する
と思います。そうすると，共通の要因があるかもしれ
ないと思います。

太田　オーターらの論文（Autor, Katz and Kearney 
2006）の二極化モデルがありますよね。コンピュー
ター化が進んで価格が安くなると真ん中あたりの賃金
の定型業務の仕事が消え，判断業務の仕事と手でしか
できない業務の仕事に分かれる。そのモデルでは，需
要面での相互の仕事間の関係はあまり分析されていな
いのですが，実は上と下でそういうふうに分かれた場
合に，需要面でリンケージがあるというふうに言って
いる面がおもしろいと思いました。

私も三谷先生の意見にほぼ同感でして，コンピュー
ター化が発生して，手作業みたいなほうに人が追いや
られた。それが結局，非正規になったという話であれ
ば，そこから上にはなかなか行けない。まさに二極化
の固定みたいなものが出てくる可能性があるのかなと
いう印象を持ちました。

田中　上部と下部と二極化したとき，上と下の間に
相互依存関係があるという話がありますけれども，逆
に考えると，実はこういういわゆる低スキルの手仕事
をやってくれる人がいるから，高スキルに特化できる
層があるという見方もできるのかなと思います。
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太田　そんな感じがありますね。それこそフリーマ
ンの本（Freeman  2007）で，アメリカで移民の労働
者たちがファストフード店でやっていることがアメリ
カの人たちの労働供給を促進する，とくに女性が働き
に出たりするというような可能性を指摘しています。
そういう意味では，お互いに相互依存の関係というの
はおそらくあるのではないかと。

田中　補完的な関係があるんだろうなという感じで
すね。

小原　非定型の手仕事には，IT 化によって仕事が
奪われていくようなものではないというニュアンスが
出ています。（業務を 5 つに分類した前の論文の表に）

「もてなし」という言葉が書いてありますが，それは
手でやらないといけないものです。そこには供給側の
理由ではなく，需要側の理由があり，求められている
からこそ，これらの仕事が発生し，そこへ人が移って
いく。でも，そういう人たちは低賃金なので，全体で
見たときに低賃金の人たちのシェアが増えていくので
しょうね。結果として賃金分布で見たときの下の人た
ちが増えていくということです。

太田　余談ですが，判断業務は比較的なくなりにく
いと思いますが，もてなし系といいますか，そちらの
ほうは意外と技術の変化によってもかなり変わってく
る部分があるのかなと。

小原　そうでしょうね。
太田　だから，格差があっても，もてなし系が残る

ので OK かというと，なかなかそう単純ではないか
もしれません。そういったことも考えさせられるよう
な興味深い論文だな思いました。

三谷　私はそのもてなし系の，低賃金労働者という
ところの分析が少し手薄なのではないかと思いまし
た。先ほど外国人労働者のお話がありましたけれど
も，外国人労働者を導入するとき，やはりそういうと
ころに影響があるわけです。そうすると，これは需要
が増えているにもかかわらず，低賃金になっていると
いうことですから，そこのメカニズムをもう少し分析
して，この議論を明らかにする必要があるのではない
かと思います。

例えば，ドイツはドイツ型雇用システムというのが
あり，賃金格差があまり広がっていなかったわけです
けれども，最近すごく低賃金労働者が増えているとい
う研究結果があります（Bosch and Weinkopf 2008）。
そういうこともあわせて，少しこういった分析が進む

ことを期待しています。

○浅野博勝・伊藤高弘・川口大司「非正規労働者は
なぜ増えたか」

田中　この論文はタイトルがすべてをあらわしてい
まして，「非正規労働はなぜ増えたか」という問いに
対して，真っ正面から向かっていくという非常に明快
な論文です。ここ 20 年間で非正規労働者の割合が
16％から 33％とほぼ倍増しているわけですけれども，
その長期的な傾向の決定要因をいろいろな統計を使っ
て見ていくということをやっています。

まず，非正規労働者が増えた要因は，需要要因なの
か，供給要因なのかということを簡単に見るために，
非正規賃金の正規賃金に対する相対賃金が，過去 20
年間でどう推移してきたのかを，『賃金構造基本統計
調査』を使って見ています。その結果，非正規の相対
賃金は非常に安定的だったということでした。供給が
増えているかもしれないけれども，需要も増えてい
る，その結果，相対賃金が変わっていないということ
なので，おそらく供給，需要，どちらも重要だろうと
いうことです。

次に，供給サイドをもう少し詳細に見ていくという
ことをやっています。『労働力調査』特別調査を用い
て，いろいろな労働者の属性，例えば性別，年齢，学
歴といったものが非正規労働者の割合の増加を説明す
るかどうかというところで，ここでもワハカ・ブライ
ンダー分解を行ったところ，90 年代の中頃までは，3
分の 1 程度は労働人口の構成の変化で説明ができるの
ですが，90 年以降，一番非正規の割合が増えた時期
では，全く説明力がないということでした。ですの
で，非正規労働者の増加要因を，労働人口構成で説明
するのは少し難しいのではないか。特に 90 年代は難
しいのではないのかということです。

一方，需要のほうはどうかといいますと，また同じ
ように『労働力調査』特別調査を使って，今度はいろ
いろな産業構成比率の変化が非正規労働者割合の変化
を説明するのかを見ており，同じようにワハカ・ブラ
インダー分解をやったところ，こちらも産業の構成自
体の変化というのは，あまり非正規労働者の増加を説
明してくれないということでした。産業構成が変化し
たので非正規労働者が増えた，例えばサービス業の割
合が増えたから非正規労働者が増えたということでは
なくて，どうもサービス業ならサービス業の中で非正
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規労働者に対する需要が増えているんだということが
言われています。両方の構成を見ると，大体 4 分の 1
程度しか産業構成や労働力人口構成で説明できないの
で，残りの 4 分の 3 というのが，もっと別の要因だろ
うということです。

さらに，需要側の要因としてもう一歩踏み込んで，
先ほども出てきました IT 化の話のほか，もう 1 つの
着目点として，売り上げについての不確実性というも
のが非正規労働の需要要因として重要ではないかとい
う視点からも分析されています。ここでは『企業活動
基本調査』のデータを使った分析をしていますが，そ
の結果，売り上げの不確実性というのは結構非正規労
働需要を説明してくれる。具体的には，予想よりも高
い売り上げが実現するときにはパートタイムを雇用す
ることで対応し，逆に売り上げが予想よりも低いとき
は，パートタイムの雇用を減らすことで対応してい
る。売り上げの不確実性に対して，非正規雇用，パー
トタイム労働者を活用しているということです。

情報技術に関しても同じように，ある程度，情報技
術の普及は非正規労働者割合の，特に時系列方向の変
化をうまく説明してくれている。最終的には，産業構
成の変化と売上高の不確実性，さらには情報通信技術
まで考慮すると，パートタイム比率の約 6 割程度は説
明できるというので，需要サイドというのが重要だっ
たのではないかということです。

三谷　非正規化，非正規労働者が増えた要因という
のはいろいろ言われていますが，そういう先行研究で
言われているそれぞれの要因が，非正規労働者の増加
に対してどれぐらい寄与しているのか，その全体像を
明らかにしようとしたところが，この論文のすばらし
い点だと思います。意外と労働者構成とか，産業構成
の変化というのはあまり効いていない。それぞれの産
業内，属性内で非正規化が進んでいるということで，
それはちょっと驚くべきところですね。

田中　先ほどの池永論文との関連でいうと，非正規
の需要が増加したという理由として，この論文では，
特にサービス業において，サービスに対する需要が結
構変化したのではないかということがあります。具体
的には，以前は夜になると，例えばレストランなども
全部閉まっていましたが，今は 24 時間営業のコンビ
ニがほとんどだったりします。深夜帯を正規でカバー
するのは非常に難しくなってきて，ある程度はそう
いったサービスに対する家計からの需要の多様化への

反応として出てきている。そういう意味で，需要サイ
ドに着目しているということでは，池永論文ともかな
り関連があるのかなと思います。

あと 1 点，この論文でいろいろ考慮すると 6 割程度
は説明できるということですけれども，残りの部分に
関する推測として日本的雇用慣行が衰退したというこ
とが言われています。あくまでも推測の域を出ないと
いうふうに非常に注意深く書かれているのですが，ど
うなのでしょうか。日本的雇用慣行とどこまでリンク
できるのかなというところは，もう少し詳細な分析，
議論があるといいなと思いました。

三谷　私も同じ印象を持ちました。衰退したのでは
なく，むしろ解雇権濫用の法理，解雇規制の問題もあ
り，日本の長期雇用慣行が厳然としてあるから，逆に
不況になっても正社員は首を切れない。だから非正規
社員を平時から増やしておこうという行動に出たので
はないか。その意味では衰退したのではなく，むしろ
厳然として残っている部分があり，それを守ろうとす
るから企業行動として非正規社員を増やしたのではな
いか。そういう意味ならありうると思います。

田中　そういった議論も論文中で若干触れられてい
たように思います。

小原　この中に書いてありましたね。私は最初に三
谷先生がおっしゃたことが最大の貢献だと思いまし
た。幾つかの定義をし，それぞれの定義に当てはまる
サンプルがどれぐらいの割合いるのか，そういうじつ
は簡単には答えられない質問について，時間で分けて
みたり，雇用期間で分けてみたり，いろいろな指標を
使って回答し，全体像を描いています。やりたいこと
が明確で勉強になりました。

太田　私も同感で，特に供給要因がこの程度でしか
説明できないというのは，ひとつの驚きであると同時
に，需要側の推計で意外と不安定性の指標がもっと効
くのかと思うと，そんなに効かない。かつて中馬先生
と樋口先生がおやりになった分析（中馬・樋口 1995）
では製品市場の不安定性をモデルに導入して，不安定
な状況に柔軟に対処できるよう非正規をキープすると
いうロジックが前面に出ていましたが，やはり実証分
析ではそのような効果は見つかりませんでした。ロ
ジックとしては需要面の不安定性は重要な要因として
考えられるのですが，なかなかうまくその効果を抽出
することはできないようです。とくに最近の経済情勢
では難しくなっているのかもしれません。
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小原　これは 97 年から 2000 年半ばくらいまでの
データですよね。97，98，99，2000 年までというの
は不安定要素だけでなく他の要素の変化も大きい時期
であり，非正規率の増加が一対一で反応したように見
えないというのはないですか。

太田　そういうのはあるかもしれないですね。実
際，バッファーとして蓄積をかなりした後でのショッ
クというのを，うまくここで拾えているということな
のかもしれないです。そういう意味では，長期のデー
タをプールして分析してみるのもおもしろいのではな
いでしょうか。

三谷　2000 年代を見ると不確実性がやや小さく
なっており，そんなにどんどん上がっている状況では
ないですね。そのことも効いているのかもしれません。

大変おもしろい論文だと思いますけれども，今の議
論からいうと，解雇権濫用の法理とか，解雇規制を
もっとモデルの中へ入れてもらえるとおもしろいと思
います。そこのところが今非常に大きな問題になって
いて，多様な正社員にしたらどうかという議論もあり
ます。そういうことが非正規化を緩めるというふうに
働くかどうか。

太田　その場合，企業ごとに雇用維持をどの程度重
視しているのかについての代理指標みたいなものがあ
れば，そういったことができるのでは。

小原　どの企業にも解雇のやり方に差はあります
が，解雇がより難しい企業とそうではない企業があ
り，産業によっても違うと思います。地域ごとにもた
ぶん違う。そのような間での差を見るやり方もあるか
もしれません。

○四方理人「非正規雇用は「行き止まり」か？」

太田　この論文は，2000 年代の大体中ごろから後
半にかけての『慶應義塾家計パネル調査』（KHPS）
を使いまして，非正規雇用からの移行の分析を行って
います。データの特徴としては，個人の雇用形態を追
跡していて，しかも同じ会社の正規労働者に変化した
かどうかを把握することができるというところです。
最初に，臨時的な雇用の労働者について，移行比率の
国際比較を行っています。他の国のデータは海外の文
献からとってきて，日本のほうは KHPS から独自に
集計したものを使って移行の比率を比較してみたとこ
ろ，日本での正社員への移行割合は低いということが
わかりました。

また，このデータを眺めると，同一企業内で移行す
る割合が比較的高い。従来はデータの制約があって，
どの程度の割合かということを出すのは難しかったの
ですが，正規雇用に移る場合には，同一企業内で移る
のが比較的多いことが判明しています。

さらに同一企業の正規か，別企業の正規か，別企業
の非正規か，あとは無業かという 4 つのカテゴリーへ
の移動について，多項ロジット法を用いた推計を行っ
ています。その結果を見ると，同一企業内での移行に
ついて，男性と女性でかなりの違いが目につきます。

男性の場合，例えば正規雇用の機会がなくて非正規
になっているような人は，比較的同一企業の正規に移
行しやすい。しかし，女性の場合，同じく正規雇用の
機会がなくて非正規になっている人でも，同じ会社で
正社員になるのは，男性に比べると困難であるという
ことがあります。全体の比率としても男性のほうがよ
り移行確率が高く，かなり男女の差があることがわか
ります。

推計でわかるもう 1 つの点は，これは同一企業への
移行ですけれども，会社が大きくなると，非正規から
の正社員登用がそう簡単ではなくなるということで
す。さらには，勤続年数が長いほど移行がしづらいと
いう結果が出ています。

この論文のタイトルでいう非正規雇用が「行き止ま
り」かどうかという点では，他の国と比べると，移行
比率が低いことから「行き止まり」といえると結論づ
けています。とはいえ，その中では男女の差というの
が比較的大きく，女性に関してはとくに行き止まり度
が強いということを明らかにしている研究です。

パネルデータのメリットというのは，まさにこう
いった移行が追えるというところです。そのメリット
を活用して，うまく論文にしているなというふうに思
います。

田中　『就業構造基本調査』を使って行っている先
行研究と，この研究の比較がとても注意深く丁寧に書
かれています。例えば『就業構造基本調査』では企業
内での転職はわからないので，非正規から正規への転
換が過小に推定されてしまうのではないかというこ
と。一方，玄田先生が玄田（2008）で使われたような
離職したという条件つきのものだと，逆に過大に推定
されてしまうのではないかということ。企業内の転職
に着目されたのは，まさに慶應パネルを使った最大の
メリットだと思います。
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パネルを使うと移行過程がはっきりとわかるので，
それはすごく重要なことだと思います。ただ，最終的
には多項ロジットで分析しているわけですが，例え
ば，t 期と t ＋ 1 期の間の移行というのを幾つかプー
ルして使っているようです。この研究以外にもパネル
データをプールして使うというのを結構よく見るので
すが，いわゆるクロスセクション，ランダムサンプル
とは違い，プールすると同じ人の時点の異なるデータ
が単に異なる観測値として使われることにもなります
ので，サンプリングによるバイアスが生じることもあ
るのではないか。パネルはとても重要ですが，使い方
という点でもう少し注意が必要になってくるところも
あるように思いました。

三谷　企業内での非正規から正規への登用が結構重
要だというのはおもしろいファインディングだと思い
ます。これと国際比較のところですね。非正規の問題
は若年労働者の問題でもあります。実は採用行動，採
用慣行は，日本とその他の先進国とでは相当違ってい
ます。新規学卒一括採用のように，学校を出て何も知
らない若い人がすぐ正社員になるというのは日本ぐら
いで，他の国はほとんど，まず非正規で働いて経験を
積み重ね，その経験を評価されて初めて正社員になり
ます。そのときは外部労働市場を渡り歩くという形に
なると思います。当然，非正規から正規への推移確率
は，日本より他の国のほうが高く出る可能性がある。
そこのところを少し割り引いて考えなければいけない
のではないか。それから，日本では企業内での正社員
登用が重要になってくるというのも，そういう雇用慣
行と関係しているのではないか。その辺を少し分析し
てみるとおもしろいのではないかと思いました。

小原　新卒後に非正規で入ってから正規になるとい
う雇用慣行があることに加えて，一度労働力から非労
働力化した人がまた戻ってくる，例えば女性が結婚し
てやめて戻ってくるときにも同じ慣行が，ヨーロッパ
などであります。一度非正規で働いて，徐々に労働量
を増やしていって，最後に正規になるという慣行で
す。新卒だけではなく，このような人たちの慣行も日
本と大きく違っています。ですから，国際比較，特に
欧米諸国との比較は注意が必要だろうと思います。正
規から非正規への割合が低いこと自体を行き止まりと
する解釈には注意が必要です。

田中　例えばイギリスでは，ちょっと働いて，また
学校に戻るというのも多い。そこでもまた同じよう

に，戻ってきてテンポラリーな仕事をやり，また正規
になるというパスが結構一般的に使われているようで
す。制度の違いみたいなものは，国際比較のときには
どうしても注意が必要になってきますよね。

三谷　それは日本の近未来，これからの雇用システ
ムを考える上で参考になるのではないでしょうか。今
後，新規学卒一括採用がどんどん増えるという状況で
はありません。むしろ縮小すると考えれば，他の国が
どうなっているのかを知るのは，すごく大事なことで
はないかと思います。

太田　まさに同一企業の正規になるのか，別企業の
正規になるのか，その分岐点は何かということを分析
するのも，今後のおもしろいテーマだと思います。同
一企業の場合には，スキルの蓄積度合いを直接見てい
るわけですから，本来ならば，一番の選択肢として浮
上するはずだと思います。そこでマッチがうまくいか
なかった人たちが，別企業の正規を探したりするの
か，あるいは探すプロセスはどういうふうにやってい
くのかというようなあたりを含めて，こういった分析
をさらに深化させていただくと興味深いかなという印
象を持ちました。

三谷　余談ですが，国際公務員で日本人の登用率が
低いのは，こうした採用慣行の差もあるみたいです
ね。国際公務員の採用では，それまでの職務経験がも
のすごく重視されます。どこかで働いていないとまず
だめなんですね。それは非正規で働いてというのも入
ると思います。

○Esteban-Pretel, Julen, Ryo Nakajima and Ryuichi 
Tanaka “Are Contingent Jobs Dead Ends or 
Stepping Stones to Regular Jobs? Evidence 
from a Structural Estimation”

小原　先ほどの四方論文に「行き止まり」という言
葉があり，どうやって行き止まりを測るのかというの
が，国際比較も含めて問題になったと思います。この
論文は，学卒時に非正規雇用された者が正規雇用に移
る確率を，失業状態で始まった者が正規雇用に移る確
率や，正規雇用で始まった者が転職する場合に再び正
規雇用となる確率と比較して，行き止まりかどうかを
判断しています。失業状態から始まった人が正規に変
わる確率よりも，非正規雇用から始まった人が正規雇
用される確率のほうが大きければ成功，先ほどの四方
論文ですと架け橋，この論文でいうと布石（ステッピ
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ング・ストーンズ）になるということです。
それに対して，失業者や正規労働者が正規になる確

率よりも，非正規で始まった人が正規に移る確率のほ
うが低いと，行き止まり，デッドエンドだとしていま
す。これらを構造推計で求めていく。推定モデルはと
ても難しいのですが，おもしろい論文です。

データとしては『就業構造基本調査』の個票データ
を使っていて，まず，学卒後に失業で始まった場合に
正規労働に移る確率のほうが，非正規から正規に移る
確率よりも高くなる，布石ではないとしています。同
時に，学卒後から年数が経過するにつれて，徐々に失
業から正規労働者に移る確率と，非正規から正規に移
る確率との差がなくなっていき，最後は重なってい
く。つまり，行き止まりでもないという結果です。

その後，もう 1 つ分析をしています。非正規雇用は
長期的には布石でもないし，行き止まりでもないけれ
ども，その後の離職率や，賃金といった長期的な厚生
に与える影響をみると，これらを大きく減少させる効
果が出ています。架け橋になるのか，行き止まりなの
かということに関しては若干あいまいな結果だけれ
ど，長期的な厚生を下げるという意味では，最初に非
正規で雇用されるということが，とても大きな意味を
持つというのが結論です。分析のやり方も適切で，結
果も大変おもしろいと思いました。

三谷　四方論文は，どちらかというと，行き止まり
かどうかを国際比較で見ているわけですよね。国際比
較で同じような推計をしたものはないのですか。

田中　我々がとても頭を悩ますのは，国際比較をし
ようというときに，「非正規」をどう定義するのかと
いうことです。例えば，ステッピング・ストーンズ，
デッドエンドというところだと，結構ヨーロッパを中
心にいろいろな論文があるのですが，そこでは，基本
的に有期雇用，テンポラリー・ワーカーなのです。ま
た，日本ではパートタイムというのを非正規と考える
のですが，例えばアメリカでパートタイムというと，

「何ですかそれは？」という感じになってしまう。こ
のように非正規の定義が結構難しく，その国際比較は
とても困難だというのが実感としてありましたので，
四方論文がそのところに直接挑戦しているというの
は，とても勉強になりました。他の国のデータも，マ
イクロデータがあれば，同じようにやってみたいとい
う感じがします。

太田　例えばこういった分析で，非正規就業という

形態があるケースとないケースについて，何か推測す
ることはできるのでしょうか。例えば，非正規雇用の
シェアが大きくなると，失業に陥る確率を抑えたりす
るという意味で，非正規が存在することによる失業抑
止効果といったものの計測が，こういったモデルの中
でできたりするのかなと思いました。

田中　非正規就業の持つ失業抑止効果ですか。
太田　どの程度無業になることを抑えているのかと

いう意味です。正社員になるほうは行き止まり論でわ
かるのですが，ひょっとすると非正規という仕事があ
るがゆえに，無業になる確率を抑えている面があるよ
うな気がします。こういった分析で，それが抽出でき
ないかと。

田中　実証結果として言うのは少し難しくて，そも
そもこのモデル自体は，実際にデータを使って推定し
ているので，非正規雇用の形態ありきの推定をしてい
るわけです。もしかすると，カウンターファクチュア
ル・エクスペリメントとして，仮に非正規雇用を完全
にシャットダウンしてしまうと，シミュレーションの
結果，何が起きるのかということはできるかもしれま
せん。

太田　なるほど。シミュレーションの部分で。
田中　シミュレーションの部分で可能かもしれない

ですね。ただし，留保があるのは，やはりこのモデル
というのは部分均衡といいますか，分析の主眼が労働
者の労働供給のほうであって，労働需要のほうは非常
にパラメータとして，誘導型として押さえてありま
す。現実には非正規雇用をシャットダウンしてしまう
と，おそらく企業側の反応も変わってくるはずですの
で，そこまで含めた効果を見るのは，このモデルだと
なかなか難しいですね。

太田　なるほど。
田中　今後の課題といいますか，まさにそこが非常

に重要になってくると思います。
小原　これは限界なのでしょうが，例えば，制度上

重要になるのは雇用保険であったりするわけですけれ
ども，それもここではとらえられないですね。失業給
付はこの分析ではデータとしてとらえられないので，
制度や労働需要側の要因として考えるしかありません。

それから，これは『就業構造基本調査』のデータな
ので，調査時点と 1 つ前の雇用状況しか基本的にはわ
かりません。雇用状態は最大でも 2 回しか変わらない
という仮定が置かれます。しかし，現実ではきっと非
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正規雇用労働者は，何回も職を変えます。正規雇用者
よりも，属性上何度も変わっているはずです。こうい
う属性の差が取り入れられないのは残念だなと思いま
した。それが影響しているのか，推定した値に，普通
の記述統計よりも長い失業期間が出ています。推定の
精度の話はここで言うべきではないですし，私もそれ
自体が問題だと言っているわけではありませんが，例
えば失業期間が大卒で 22.8 カ月という記述は，実際
の日本では，10 カ月以内の失業がほとんどですから，
皆さんが考えるよりかなり長いといったことが出てき
てしまいます。

田中　使っているサンプル自体が学卒 3 年以内とい
うところ，そこでのバリエーションを使ってやってい
ますので，いろいろなデータ上の限界はあるとは思い
ます。

小原　こういう分析はこれまでに存在していません
でした。非正規雇用から正規に変わる確率を推計し
て，それを他の状態の変化と比較することで「行き止
まり」を計測し議論するというアイデアはとても価値
があると思いました。

Ⅲ　若年

○Genda, Yuji Ayako, Kondo and Souichi Ohta 
“Long-Term Effects of a Recession at Labor 
Market Entry in Japan and the United States”

田中　入職のときの景気，世代効果といった話が出
ましたが，この論文では，特に，不況期に入職すると
いうことが，男性労働者のその後の雇用と所得に対し
て与える影響について，日本とアメリカで比較して，
どこが一体違うのか，違う理由は何なのかということ
を非常に詳細に見ています。

データは，日本に関しては，1986 年から 2005 年ま
での『労働力調査』特別調査及び特定調査票を使い，
アメリカのほうでは，ほぼ同じ時期のデータを CPS，
カレント・ポピュレーション・サーベイのマーチサプ
リメントを使って分析しています。そこでは，雇用確
率のプロビットモデルと年収の対数値を被説明変数と
する線形モデルの推定を行っているのですが，こう
いった雇用確率や年収といったものに対して，入職時
の失業率が影響を与えているかどうかということを，
固定効果を考慮しながら見ていきます。分析対象は男

性労働者に絞っています。
結果としましては，日本では入職時の景気が悪いこ

とが低学歴層の雇用と賃金に対して負の効果をもたら
すのですが，その効果というのは非常に持続的である
ということがあります。具体的には中高卒者，大卒以
外になりますけれども，その入職時の失業率が 1 パー
セントポイント上昇すると雇用確率が 12 年もの間，5
から 7 パーセントポイント減少するという，非常に長
期にわたる効果が検出されています。

また，日本において中高卒者だけではなく，大卒者
に関しても同様の分析を行った結果，入職のときの景
気が悪いと，所得に対しては負の効果を持つというこ
とでした。アメリカとの比較においては，アメリカの
低学歴層の分析をやると，こちらも入職時の失業率は
負の効果をもたらすのですが，それは日本のように永
続的ではなく，一時的なものでした。その違いは低学
歴層で非常に大きいのですが，高学歴層に関しては，
アメリカと日本にそれほど大きな違いは見出されませ
んでした。負の効果はあるが，低学歴層に比べると，
そんなに日米間で違いが見られない。

入職時の不景気の影響がなぜ日本の中高卒者だけ永
続的に観測されるのかという点について，この論文は
非常に丁寧に議論しています。本論文はその理由を高
校における職業紹介制度及び厳しい解雇規制という 2
つの要因の相乗効果に求めています。まず，高校での
職業紹介制度のもとでは，不況期に入職できなかった
学生はあまり能力が高くないというシグナルを結果的
に送ってしまうことになる。一方，厳しい解雇規制の
下ではいったん雇用した労働者はなかなか解雇できな
いので，企業はできるだけ能力の高い労働者を優先的
に採用しようとする。結果として能力があまり高くな
いというシグナルを送ってしまった労働者の雇用に対
して企業は積極的ではなくなるということです。日本
とアメリカの比較をして，日本特有の 2 つの制度から
その違いを理解し，かつ従来の先行研究では，大卒者
が主な分析対象だったところを高卒者の比較で見てい
くというのは，非常にユニークな視点だと思いました。

三谷　日米比較で，日本の特徴を非常にはっきり明
らかにして，入職時の失業がものすごく持続的だとい
うところを出しているのは，すばらしい貢献だと思い
ます。

私が非常に気になっていますのは，学校による職業
紹介はそんな悪いことをしているのか，これまでずっ
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と学校による職業紹介，高校が実績関係において企業
に紹介することはいいように，若年の失業率を高めな
いように言われてきたものが，ここでは真反対になっ
ていることです。そういう評価でいいのかどうか，そ
この分析をもう少し，これは他の論文になるのでしょ
うが，そこでやってもらえるとありがたい。特にここ
でやっているように，国際比較も交えてやるといいの
ではないかと思います。そこは非常に歯がゆいという
か。

太田　結局，推計結果が出た後でどう解釈するかと
いうときに，やはり何らかの概念装置が必要になりま
す。とくに日本の中高卒に世代効果が顕著に表れる部
分を説明するのに，これまで言われてきた学校の職業
紹介機能という日本の特徴が有効に思えたわけです。
ここでは学校の職業紹介機能の強力なメリットが，副
作用をもたらすことを指摘したわけで，そうした職業
紹介機能がないほうが良いとも思っていないのです。

もちろん，職業紹介を熱心にやっている学校の卒業
生で就職先にあぶれた人が，その後どうなっているか
というチェックをしているわけでも何でもないので，
そういったところについては，やはりまだ仮説の段階
でしかなく，実証的に詰めるところはおそらく山ほど
あるだろうと思います。

世代効果の話そのものについても，高卒と大卒で分
けてやってしまうというのに，何せ進学そのものがや
はり内生的な話ですので，本来ならばもっとそれも考
えるべきところです。また，高卒，大卒という区分け
だけでは，高卒に世代効果があるといっても，その内
実は一体何なのかが次の問いになります。同じ高卒で
も実践的なスキルをどこかで獲得した人は世代効果か
ら逃れやすいとか，そういった話もあるかもしれない
のですが，あまりできていないですし，とにかく今
持っているデータで，できるところを押さえたという
感じですね。

ただ，中高卒では無業になった後，非常に離脱がし
にくいという，その部分が結果にかなり大きく影響を
与えているようです。それは結局のところ，企業によ
る評価の問題なのか，あるいは中高卒者自身が持つ
ヒューマンキャピタルの違いが反映しているのか，よ
くわからないのですが，少なくともその部分を何とか
しないと中高卒の世代効果を抑制することはやはり難
しい，どうしてもフリーターになった人，あるいは無
業になった人に対する支援をどうするかという話にな

らざるをえないかなという印象を持っています。
小原　その後，何か続きの分析をされているのです

か。
太田　特にやっていることはないのですが……。
小原　今のお話は，こういうことをやったらおもし

ろいということですね。
太田　そうですね。
小原　とても具体的なお話だったので，何かされて

いるのかと。
太田　いや，やれたらいいなという。
小原　低所得層，低学歴層の労働供給と労働需要を

厳密にデータ分析したものは少ないのではないでしょ
うか。

三谷　そう思います。
小原　とてもおもしろい分析分野ではないかと思い

ます。
太田　進学率が上昇していますから，そういう意味

では，学歴の中高卒層というこの難しさは，ひょっと
すると増しているかもしれない。

小原　そうなんですよね。少なくなったからこそ。
太田　そう。少なくなったからこそ，やはり難しさ

がより増している可能性もある。平均的に見ると，大
卒のほうもクオリティの低下問題で厳しいのですが，
やはり中高卒のほうの状況も，とてもじゃないけど，
好転しているとは考えにくい。例えば無業から就業へ
の移行も，より困難化している可能性があるのではな
いかという気がしていまして，そのあたりは進学率の
関係も含めて，もう少し取り組まないといけません。

田中　そうすると教育選択というものも内生として
考えて，こういった分析をやっていくのは結構重要か
なと思います。例えばウィリスとローゼンの 1979 年
の論文（Willis and Rosen 1979）はかなり古い論文で
すが，いまだにすごく重要だと思います。どういった
人がどの学歴を選ぶのかということにおける比較優位
の視点と入職のタイミングの相互依存関係は重要で，
きちんとやっていく研究があるととてもよいのかなと。

太田　まさにそうですね。今のところポイント，ポ
イントでわかっていることは幾つかあり，例えば高卒
者が不況になったときに，バッファーとして大学に進
学しやすいという点はデータで見えているところもあ
るのですが，それがさらに大学卒業時の就職問題に影
響するといった，統合した形できちんと分析されてい
るとは言えません。そこは今後の研究に期待したいと
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ころです。
小原　おそらく，それが親の所得格差ともつながっ

ています。格差の継承になりえます。教育を選択する
のは子供だけではありません。大学選択についてもお
金を出しているのは親ですから。生まれた時期によっ
て，たまたま不況時に学卒を迎えてしまった人の中
に，大学に行けない人と，行ける人とが出てくる。

太田　うまく大学などをバッファーとして使えるか
どうかというのは，親の資力に依存するというのはあ
るのかもしれません。

小原　そうすると格差の話にもつながります。
太田　そうですね。
小原　セーフティネットを考えるのにとても重要に

なる話だと思います。

○太田聰一「労働需要の年齢構造」

三谷　　この論文は，新規学卒採用と中途採用に関
する企業行動を，理論面と実証面で分析したもので
す。理論と実証の 2 つをやっているのが大きな特徴で
す。理論面では，人的資本理論に基づいた比較的簡単
な理論モデルによって，企業特殊スキルというものの
重要度，あるいは訓練費用とか新卒採用の固定費用な
ど，そういうものを変数として新規学卒採用や中途採
用に与える影響を理論的に分析しています。

企業特殊スキルが重要な経済ほど新卒採用を重視す
る企業が多くなりがちであること。あるいは規模が大
きな企業で新卒一括採用が行われやすいこと，学校と
の実績関係があるなど，そういう大きな固定費用の投
入が既に行われて，固定費用がかからないような場合
には，新規学卒採用に偏りやすいこと。そういう理論
予測をしています。

さらに，不確実性というのを考えたときに中途採用
がバッファーになる。それを補塡することを考える
と，将来の成長を予測している企業ほど新卒採用を増
やそうとする。

それから，異なった業務を中途採用に担わせる，そ
ういう場合を考えると，企業内訓練の効率性が高いと
いうことが，新卒採用比率を高めることになるという
ことです。

それから，新卒者の能力低下とか賃金上昇，これは
他の企業と取り合うような状況ですが，そうした状況
を考えますと，スキルの企業特殊性が高まると新卒採
用を高めるということです。

それからさらに，相乗的な効果を及ぼすことも指摘
しています。例えば離職率を考えると，企業特殊スキ
ルを重視するようなところでは，そうでない経済より
も離職率上昇によって大きく新卒採用が減少してしま
う。それから，企業特殊スキルを重視する経済ほど比
較的安価に中途採用者を調達できますので，不況に
陥ったときに新卒採用を強く抑制する効果が働きやす
くなる。

理論面ではこういうおもしろいことが言えているわ
けですが，実証面では総じて企業特殊スキルの重要性
とか，労働需要の強さ，離職率の動向，こういうもの
が若年採用比率の決定要因として重要であることを示
し，理論と整合的な結果を得ています。

まず，年齢別の採用者数の，年齢計の採用者数に対
する弾力性，若年採用比率の弾力性とか，あるいは年
齢別の雇用成長の年齢計の雇用成長に対する弾力性と
いったものを考えて，全体の労働需要の増加が各年齢
層の労働需要にどういう影響を与えているか，それを
見ることをしています。そうすると若年と高齢者の弾
力性が高くなるということで，労働需要の影響が若年
と高齢者に強く出る，そういう不均一な影響を与える
ことを明らかにしています。

第二は，企業特殊訓練の重要性が高い企業では臨時
日雇い比率が低いとか，企業規模が大きい企業では若
年採用比率が高い，それから，採用率とか雇用成長率
というものが高い。だから，労働需要が強い場合に
は，若年採用比率が高いことが示されています。規模
が大きいほど，雇用成長率が低いときに，急激に若年
採用を抑制する，先ほどの相乗効果のようなものが出
てきているんですね。それから，離職率と企業ダミー
の交差項の係数がマイナスで，大企業ほど若年離職率
が高いということが若年採用を抑制するということ
で，これも先ほどの理論仮説と一致しています。

最後に，若年採用比率の低下は，若年失業比率を上
昇させているということですので，他の年齢層よりも
若年の雇用環境がより悪化していることを示していま
す。

実証と結びつくような理論モデルを提示して，理論
仮説を立て，それを実証する。これがうまくいってい
るすばらしい論文だと思います。若年雇用に関してい
ろいろ言われている企業特殊熟練であるとか，あるい
はここでは実績関係なども含んでおり，離職率とか労
働需要の強さという，普通言われていることのほか
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に，いろいろな変数をうまく取り入れて，先ほどの相
乗効果ということも考慮して分析しています。

特に，日本の若年雇用の問題の背景には，日本の雇
用システムの根幹にかかわるような企業行動があるこ
とが示された点でも，非常に意義が深いと思います。

太田　ほんとうは新卒と中途というふうに，スト
レートにできたかなと思うのですが，とりあえずは年
齢別の労働需要に注目することにしました。それで年
齢階級別のデータを用いているのですが，ここでは

『雇用動向調査』の公表データの限界から，年齢階級
別・産業別に利用できるのは常用労働者数になってし
まい，一般労働者だけを抽出するのは困難でした。ま
た，本来ならば企業レベルでやるべき分析をこの集計
データでやっている。このあたりも課題として残って
います。

将来の見通しが明るい企業はどちらかというと，若
年を雇って訓練をして成長させていく。そういった将
来見通しが，実は若年の雇用に関してはかなり重要だ
という部分は，変数がうまくとれなかったということ
があってできなかったのですが，その後，マイクロ
データを使って，慶應義塾大学の安田先生と共同研究
をして（太田・安田 2010），若干似た推計をやってい
ます。この共同研究のほうでは，企業業績の将来見通
しは中途採用には効かなくて，新卒採用には効くとい
う結果が出ていまして，そういう意味では若干補完で
きたかなというところはあります。

小原　この中のサプライ側の要因というのは，どう
考えたらよいのですか。先ほど若年の教育の話があり
ましたけども。

太田　サプライ側の変化が需要側にフィードバック
されるような話はおそらくあるかと思います。例えば
平均的に見て大卒者のクオリティが下がっていると企
業が認識すると，それが需要行動に影響を与えると
か。そういった変数というのは，本来は考えるべきと
ころなのですが，企業が直面している労働プールのク
オリティの変数というのは難しい。ここではとにか
く，そういうものは時点ダミーである程度吸収させて
しまうような意図でやってはいるのですが，企業側の
採用基準と労働者側の留保水準との間に生じるミス
マッチが進学率の上昇によって拡大していることはあ
るかもしれません。

小原　若年と壮年の置換効果のメカニズムについて
は，分析が少ないのでしょうか。この中では三谷先生

の論文（三谷 2001）が引用されていると思うのです
が，代替効果，置換効果については最近でも分析が少
ないのでしょうか。

太田　最近の分析は少ないと思いますね。ただ……。
小原　必要ですよね。
太田　関心が非常に高い話で，本来は必要な部分で

はあるのですが，なかなか頑健な効果を導き出すのが
大変で，おそらくゼロではないんだろうと。

小原　なるほど。
太田　例えば，中高年の雇用維持のためにこの若年

採用が抑え込まれていますかというアンケート調査を
やれば，ある程度イエスという回答が得られる。中高
年の雇用維持をしなければいけないので，少なくとも
若年をたくさん採用することがない，という意味にお
いては，何らかの影響があるんだろうということです。

ただ，数量的にどの程度かを把握するのは容易では
ないと思います。特に今後，高齢化が進行し，高齢者
がより長く働くようになった際に，若年の労働需要に
どういう影響を与えるかというのは非常に重要になっ
てくるはずですが，ほんとうに若年だけに影響が出て
くるのかも疑問です。例えばそれで中年層の中途採用
にマイナスの影響が出るのかということすらも，今の
ところそれほどはっきりとしないのです。現在は，若
年に悪影響が出るかもしれないと言われることが多い
のですが，ひょっとすると別の年齢層のあたりにやや
高齢者と代替するような影響が出てくる可能性もあり
ますし，その詳細なメカニズムも含めて，もう少し世
代間の需要構造をきちんと研究していかなければなら
ないのかなと思います。

小原　それによる企業パフォーマンスの差を見るの
もおもしろいですね。

三谷　それと，最近，継続雇用ということで，高齢
者のところは非正規化しているわけです。そちらはお
そらく他の年齢層へのインパクトは少ないと思うので
すが，若年のほうも非正規化しています。むしろそち
らのほうが非正規同士で代替性が強いのかもしれない。

太田　なるほど，その点は重要ですね。
三谷　そういうことも考えていかないといけないの

ではないかという気がします。
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Ⅳ　女性

○宇南山卓「結婚・出産と就業の両立可能性と保育
所の整備」

小原　この論文は，『国勢調査』を使って出生年別
の疑似パネルデータをつくり，結婚の割合と離職の割
合の関係を示すことで，背景に何があるのかをあぶり
出していくという分析をしています。

論文の前半部分では，『国勢調査』の 1980 年から
2005 年という，5 年おきですけれども，かなり長い期
間のデータを見て，結婚割合と離職割合の関係が変
わっていないと言っています。

後半では，都道府県別に同じものをつくったデータ
を活用することで要因といいますか，背景を考えてい
ます。

取り上げている背景は，育児休業制度，3 世代同居
率，それから保育所の整備という 3 点です。育児休業
制度は都道府県別には大きな変化，差がないのです
が，婚姻率と離職率の関係は都道府県の間で非常に差
がある。そうすると，これは説明要因にはならない。

それから，3 世代同居率は，北陸で非常に高くて，
都市部では低いというのがあるんですけれども，全体
の傾向としては下がってきています。それに対して，
婚姻率と離職率の関係は変わってきていないというの
が前半の結果でしたから，これも説明要因にならない。

これらに対して，最後の保育所の整備については，
婚姻率と離職率の関係と同じ動きをしていることか
ら，この点が重要だろうとの結論を出しています。

だれでも手に入れることができる『国勢調査』の
データで疑似パネルをつくり，都道府県別に応用する
場合には，背後にあると考えられる先行研究が指摘す
るような要因で分けた関連統計を求めて分析していま
す。互いの関係を見て背後にある要因を予測，推測す
るというやり方は，とても重要だと思います。最も頑
健に出てくる結果はこういう分析によるものだろうと
思いますし，計量分析として複雑にしていくと結果が
よくなるかというとそうではないですし。意味がある
要因で分解をしたときに結果が一番はっきり見えると
思いますから。そういう意味で，とてもよい論文だと
思いました。

最後の結論は皆さんどう考えられたでしょうか。例

えば育児休業制度ですけれども，わかるのは，育休を
とったかどうかです。しかし，実際，結婚と離職にか
かってくるのは，育休をとったかどうかではなくて，
育休があるかどうかかもしれません。育休があるかど
うかは都道府県で随分違うかもしれないし，時系列の
変化も随分違うかもしれない。そうすると，この結論
でいいのかなとは思いました。

それから，3 世代同居率についても，同居率が減っ
ているのは間違いないと思うのですが，たぶんより重
要なのは準同居率と呼ばれているものです。すなわち
近くに親がいるかどうかです。そうなると 3 世代同居
率はずっと下がってきていることや，北陸で高いこと
よりも，実は都会でも準同居率は依然高いことが大切
になります。女子労働の研究では，そういう細かい分
析をするのだと思うんですけども，そうすると結論は
これでよいのかなという感想は持ちました。

保育所の整備が重要で，育休や同居はあまり効かな
いという点も可能性としてはあるのですが，育休や同
居は，仕事を変えなくてはいけないとか，親が引っ越
さないといけないとか，なかなか変えにくいもので
す。それに対して，保育所のほうは選択の自由度が高
いです。それなのに保育所の整備が重要で，同居だと
か育休のほうはあまり効かないとなると，直感とあわ
ない気もします。政策的なインプリケーションを得る
ためにはもう少し分析が必要かなと思いました。

田中　私も小原先生と同じで，公表されている集計
データでここまでいけるというのは本当にすごいなと
思いました。ただ，ある種の消去法でやっていって，
消えなかったものから政策的含意を出すというところ
は，もう少し詳細な分析が必要とされるところではな
いかという気もしました。

太田　その点は私も同感です。また，M 字の時系
列変化については，実はよく言われているように女性
が結婚や出産から復帰しやすくなっているのではなく
て，結婚年齢が後ろにずれていくのが主因ではないか
という議論がなされています。M 字の上がっている
部分，つまり女性労働力率の 20 代後半あたりの上昇
というのは，基本的には婚姻率の低下によって説明さ
れるという点です。それはマイクロデータなどの分析
と整合的でしょうか。女性労働の文献には詳しくない
ので，もしもご存じでしたら教えていただければと思
うのですが。

田中　それは次の Abe 論文にまさにかかわってき
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ますね。Abe 論文では晩婚化と未婚化が女性の正規
就業比率上昇の主因ではないかと言われています。

三谷　既婚か未婚かで M 字カーブを書いてみれば
いいですね。それをやると確かに 20 代後半は既婚の
ところがあまり変わらないで上がっていますから，そ
れは晩婚化だというふうに言われます。ただ，最近，
既婚で少し上がっていますね。30 代前半のところで
すが。

小原　この論文でもその上昇が見えています。クロ
スセクションで見たときほどの上昇ではないのです
が，少し上がっている所が，今三谷先生のおっしゃっ
たことだと思います。

三谷　この論文でおもしろいなと思うのは，都道府
県別に見た年齢階級別の結婚した者の割合と離職者の
割合の関係をプロットすると一直線になるということ
です（この傾きが結婚・出産による離職率）。こうい
うことが，日本の『国勢調査』のデータ上であらわれ
るというのは驚くべきことではないかと思います。何
でこう上がっているのか，1980 年から 25 年間，何で
こういう直線になるのかわからない。こういうのを見
つけたというのが，データに食いつくといいますか，
そこの粘着力といいますか，ものすごく感心させられ
ました。

太田　その傾きが地域によって違う。
小原　そうですね。
太田　すごく安定的な傾きが地域ごとにある。その

発見というのは非常に大きいのではないかという気が
します。あとは最初のほうで議論されましたけれど
も，ではその傾きの違いについて，うまくその理由を
説明する要因を見つけてくるというのが，おそらくさ
らに追究していくべきところなのかなと思います。

○Abe, Yukiko（2011），“The Equal Employment 
Opportunity Law and Labor Force Behavior of 
Women in Japan”

田中　この論文は，女性の労働参加率の変化が一体
何によって決まっているのかというところで，1986
年に施行された男女雇用機会均等法が，女性の就業に
対して影響を与えたかどうかを調べるのが目的となっ
ています。
『就業構造基本調査』の集計データと個票データの

両方を駆使して世代ごとの疑似パネルをつくっていき
ます。ただし，生まれた年ごとで疑似パネルをつくっ

て見ていくだけではなく，さらにもう少し細かい属性
で分けていく。例えば学歴ごとで就業率が違うかどう
か，婚姻状態によって非正規雇用比率は変わってくる
のか，独身女性と既婚の女性で正規雇用比率は変わる
かといったことを見ていきます。

分析した結果，全体で見ると女性の正規雇用比率は
上昇していますが，学歴ごと及び婚姻状態ごとに正規
就業者比率を見ていくと，実は，属性ごとで見るとほ
とんど変わっていない。特に女性の正規雇用の比率が
上昇しているのは，こういったことから考えると，均
等法以降に大卒女性が未婚化，または晩婚化したこと
が原因ではないかということです。均等法の効果とい
う観点から見ると，正規雇用比率を増やすという点に
おいては，あまり効果がないのではないかという結論
になっているのだと思います。

非常に丁寧に分析がなされていまして，均等法が女
性の社会進出といいますか，正規就業者比率の上昇に
対して寄与したかどうかを調べて，集計データを見る
と何となくそういうことが起きているように見えるけ
れども，実は全然そうではない，ただ単に女性の晩婚
化，未婚化がその現象の背後にあるんだということを
洗い出した点は，非常に論点としても明快ですし，
メッセージもクリアだと思います。

それから，いろいろな学歴とか婚姻状態で分けて
いったというのが，先行研究との大きな違いだと指摘
されているのですが，私がこの論文を読んで思ったこ
とがもう 1 つあります。確かに女性の正規就業者比率
が上昇してきたのは高学歴女性の未婚化，晩婚化によ
るのだというメッセージはクリアなんですけれども，
では，それを均等法の効果という観点から見たとき
に，これを需要側の要因で見るのか，それとも供給側
の反応として見るのかということが非常に重要なので
はないかと思いました。

均等法というのは需要側である企業に対するある種
の規制なわけで，需要側に対しては影響があると思い
ますが，女性の未婚化，晩婚化，もしくは女性の高学
歴化といったものが，実は均等法によって需要側が変
化したことに対する供給側の変化であったりするかも
しれない。そこまでも含めてやはり均等法の効果なの
かなと思いました。

そういうことを考えると，やはり最終的に均等法の
影響という議論をするためには，正規比率をきちんと
この論文のように見ることも重要ですが，例えば女性
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の高学歴化とか晩婚化というものがどういうふうに変
化してきたのかというところまで踏み込んで見てい
く。そうすれば，より詳細な均等法の評価ができるの
ではないかと思いました。

小原　私も同じことを思いました。均等法がタイム
ラグを伴って，今，学生である人がより勉強しようと
か，もう少し結婚しないでいいと考えるようになるの
も均等法の影響かもしれません。間接的な影響として
最終的に離職と就業の選択に出てくるとすると，それ
も均等法の影響になります。そういう分析があると
もっとおもしろいでしょうね。

田中　均等法によって企業の採用のやり方が変わっ
てくる，それによって女性の教育のリターンというの
がもし時系列的に変化しているのであれば，当然その
リターンが高くなる，進学行動を選択する人が増え
る。もしかするとこの女性のリターンの時系列と，こ
の辺の変化を突き合わせて見ると，何かヒントになる
のではないかと思いました。

太田　リターンとおっしゃったのは，教育の収益率
みたいなところですよね。結局，その教育収益率を出
す際に，現行の例えば賃金プロファイルというのを考
えていいのか，なかなか難しいところがあるかもしれ
ません。

田中　そうですね。
太田　均等法が施行された後の賃金プロファイルの

形状というのは，おそらく徐々に変わっていくもの
で，それを見込みながら行動するということがもしも
あるとするならば，実際に推計する際の難しさは残る
とは思いますが，まさにおっしゃる点はそうだろうと
思います。

そういう意味においては，これは飛躍かもしれませ
んけれども，もう少し両立支援がうまくいっていれ
ば，ひょっとすると違った結果が出るのかもしれな
い。結局，両立支援がうまくいってないことの証明の
ような，均等法の面ではうまく女性の供給を引き出し
ているんだけれども，両立支援がうまくいかないの
で，婚期のおくれとのリンクがものすごく全面に出て
きているというふうに解釈する手もあるのかもしれな
いなという気がします。

三谷　先ほどの Kambayashi  and  Kato 論文で紹介
しましたけれども（p.6 参照），大企業でも 30 歳以上
で中途採用正社員の女性の残存率が大幅に低下してい
る。それは両立支援の問題かもしれません。

小原　残らないということですね。
三谷　そうです。10 年残存率が落ちています。雇

用情勢ということがあったのかもしれませんが，均等
法上は少し問題ですよね。結婚でやめてしまったのか
もしれませんし。その辺のところは微妙ですが。

小原　30 代後半の女性が，結婚・出産でやめた後
にもう 1 回労働市場に出てくる，労働力に上がってく
る際に，非常に上がりやすくなったということはある
のでしょうか。私はその点を分析した研究を知らない
のですが。たぶん，社会学の研究では分析されている
と思うのですが，いったんやめた女性が労働力として
出てくる部分の経済学的な分析は少ないと思います。
シングルマザーも増えてきているので，そういう分析も
とても重要になるのかなと思います。もしかするとそ
ういうところが正規労働を支えているかもしれません。

三谷　日本の雇用システムの変化について議論しま
したが，正社員のパイが少なくなっているんですよ
ね。その少なくなっているときに，やはり一番弱いと
ころにしわ寄せがいく。

小原　そうですね。
三谷　その 1 つは，やはり女性だと思います。
小原　そうでしょうね。
三谷　そのことの効果が，均等法の効果を打ち消し

ている面は，なきにしもあらずではないかと思いま
す。やはり両立支援など，その辺をきちんとやって，
女性の残存率を高めるとか，あるいは再雇用ですか，
それをうまくやったほうが企業にとってもいい面があ
るわけです。その辺の支援が，やはり均等法と並んで
必要だというメッセージになるのかと。

田中　Abe 先生の分析でも婚姻状態が既婚で増え
ていないということですけれども，減ってもいない。
この 90 年代以降の不況期に減っていないというのは
グッドニュースなのかもしれない。

小原　変化していない。
田中　そうです，変化していないということは，そ

ういうことかもしれないなと。
三谷　でも，労働需要面からいうと，女性向きの職

業，女性に対する需要は増えているんですよね。
小原　先ほどのサービス業のところですね。
三谷　そうです。
小原　サービス業の非正規労働者，介護とか。
三谷　はい。それに，企業もダイバーシティという

ことに留意していますから，管理職に女性を登用する
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企業は増えています。そういうことがこれにどれだけ
反映しているかですけれども。

小原　いずれにしても，この論文はとても明確な分
析がされています。

三谷　おもしろいですね。

○Kohara, Miki “The Response of Japanese Wives’
Labor Supply to Husbands’ Job Loss”

太田　これまで，追加就業効果（added  worker 
effect）は求職意欲喪失効果（discouraged  workers 
effect）と並んで労働供給の理論的フレームワークの
中で重要な位置を占めてきました。それは，コアな所
得を獲得しているような人が，そういう状況がなく
なった場合に，例えばその家族が代わりに労働市場に
出て行ってお金を稼いでくる行動があるという話で
す。ところが，これについてしっかりした分析結果が
あるかというと，意外にそれほど多くありません。そ
ういった分析をするときには，何らかの外生的な
ショックがあったときに，何が起こるかというのを見
てやらないと，きちんとした検証にはならないのです。

この論文では，夫の失職というイベントがあったと
きに，妻の労働供給がどうなるかということを，家計
研（家計経済研究所）パネルを使って分析しています。
1990 年代半ばから 2000 年代の初めにかけての既婚女
性のデータを使っています。

基本的な推計ですが，女性の労働時間の例えば変化
を被説明変数にとって，説明変数は夫の失職のイベン
トをとる。その際には失職が比較的直近に起こったの
か，あるいはもう少し以前に起こったのかということ
も含めて，より動学的な考察もしています。さらに
は，女性労働時間の変化自体も系列相関が見られる可
能性があるので，それを考慮した GMM（一般化モー
メント法）推定もしていて，データの構造を詳しく見
ています。

その結果どういうことが見つかったかという点です
が，まず，1 年以内の夫の失職に比較的敏感に反応す
る形で，追加就業効果が検出されました。それに加え
て，それ以前の過去の失職に関しては妻の労働供給に
対して負の影響が出てくる部分があるのですが，その
理由は何かを探っていくと，妻の労働供給行動の負の
系列相関が存在していて，それによる影響があらわれ
ている。したがって，比較的短期のところでの夫の失
職が，妻の労働供給にプラスの影響を与えるという部

分がロバストな結果として浮上してくるということで
す。

さらに，もともと働いていた人の労働時間が増えた
のか，あるいは働き出すことによる効果なのかという
峻別を行ってみたところ，両方あるという結論が得ら
れています。シミュレーションによると，2000 年で
1.6 から 2％の新規に労働者になった女性の部分は，
追加就業効果によるものではないかと計測しています。

日本では実証分析がなかった部分を，非常に丁寧に
データを扱うことによって見事に示したということ
で，非常によい論文だと思いました。

論文の中にも書いてありましたが，家族の失職とい
うイベントに対して，日本の女性はすごく敏感に反応
するということが明らかになったわけで，そういう意
味では経済的な要因での反応，これは日本の場合，求
職意欲喪失効果に関してもそういったことが言えると
は思うんですけれども，経済要因に対しての日本の女
性の敏感な反応というのがかなり見えてくる論文では
ないかと思った次第です。

夫の失職というイベントで妻が働きに出るというの
は，1 つ見えてきたところですけれども，逆に，例え
ば夫が復職すると妻はどうなるのでしょうか。

小原　わからないです。
太田　この追加就業効果が，一応予期されない家計

所得の減少に対する，つまり所得効果の影響によるも
のであれば，理論上は，妻は労働供給を引くことにな
るのですが。

小原　そうはならないでしょうね。たぶん。
太田　というのは。
小原　対称的にはならないのではないかと予想して

います。ただ，仮に対称的にならなかったからといっ
て，理論が棄却されるかというと，そうではないと思
います。非対称性があるだけです。対称的なモデル設
定の理論ではうまく表現できないのかもしれない。こ
の点は分析していないですし，他の研究も知らないの
ですが。

田中　働き始めるのに固定費用がかかるという話
は，すごく大切だと言われているように思います。

小原　そうですよね。
田中　一度固定費用を払ってしまえば元には戻らな

いというような話も考えられそうですね。
小原　労働市場に簡単に入れるのであれば，たぶん

簡単に出ていきますね。
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太田　そうですね。パートタイマーか，あるいはも
う少し定着性が高い仕事かによって，反応度などがさ
らに変わってくる可能性はどうですか。

小原　違うでしょうね。
太田　そのあたりの逆の部分というのは，ものすご

くそうだなという感じがしました。
小原　これが女子労働の論文として取り上げられる

ことには若干違和感があります。マクロ経済学の分野
で消費の変化についてデータ分析が行われるときには
労働の要素が入らないことが多いです。理論的には消
費と余暇から効用を得ることを表現するのは難しい話
ではありませんが，実証分析にあげようとするととて
も難しい。消費と労働を同時に聞いているデータはほ
とんどありませんし，余暇のデータもないですから。
でも，消費は変えなくても，労働供給を変えることは
ありうる。働き手がもう 1 人いるじゃないか，という
ような家計のリスクシェアリングはあるのではないか
というのが分析の出発点でした。ですので，注目は女
子労働よりも夫の失業だったのです。予期せざる失業
に直面したときに家族は何をするのか，どういう行動
をとるのかというのが分析の出発点でした。

次の Yamada 論文は税制に反応するということで
すが，それとの関連が近く，日本の女性はあまり労働
市場に出ないと言われてきましたが，意外にフレキシ
ブルに反応するのではないか，いろいろな制度や環境
の変化に対して，女性の労働供給は意外に動くのでは
ないかと思っています。アメリカでは女子労働の賃金
弾力性が高いけれども，日本では低いと言われている
ことに対して，そうでもないのではないかということ
です。家計が深刻な所得ショックを受けたと考えられ
るこの不況期にその点がうまく出てきたのかなという
気はします。

三谷　それは伝統的には，discouraged  workers 
effect が強いと言われていたのですが，今回の不況は
ものすごく大きいので，それで出てきたんでしょうね。

小原　そうだと思います。
三谷　夫の失業保険の効果はないのでしょうか。
小原　アンケート調査をすると，夫が失業したとき

にはまず失業給付を利用するというのが大多数です。
ですから，失業給付がある限りは何も変えないという
選択があるはずなのですが，意外に分析にそれを取り
入れると何も出ない。失業給付がどれぐらいの水準だ
とか，残りがどれぐらいかによって，行動が説明でき

るわけではないようです。
三谷　それはどうしてですか。
小原　わからないです。ただし，失業給付のデータ

の不十分さも影響していると思います。限られたサン
プル数で分析していますし，パネル調査ですから比較
的きちんと答えてくれている人に限定されています。
失業給付がない人ですとか，もらっていない人はあま
りいなかったりします。

三谷　わかりました。
小原　そこは行政データを欲しいところですね。

○Yamada，Ken “Labor Supply Responses to the 
1990s Japanese Tax Reforms”

田中　今，小原先生から少しお話がありましたけれ
ども，この論文では，日本の所得税の税率は基本的に
累進的で，しかも非連続的に変わっていくというの
と，あと，配偶者控除もかなり非連続性があるので，
そういった税制，配偶者控除の非連続性，しかもそれ
が 90 年代に時間を通じて変化したという情報を使っ
て，税制の変化が女性の労働供給に対して影響を与え
たかどうかを分析しています。

使っているデータは先ほどと同じ家計研パネルで，
93 年から 2002 年までの既婚女性のパネルデータで
す。推定方法に関しまして，最終的には線形の式を推
定するということになるのですが，非常に詳細で丁寧
なやり方がなされています。具体的にはまず推定式を
動学的な異時点間最適化モデルから導出して，そこで
出てくる労働供給関数，これはフリッシュの弾性値を
得ることができる労働供給関数なのですが，それを導
出して推定しています。

その際に，まず，パネルの利点を生かして個人固定
効果およびマクロ経済要因を取り除き，さらに内生性
の問題や労働供給に関するサンプルセレクションも可
能な限り考慮した上で，最終的な推定値を得るという
ことをやっています。

結果としては，既婚女性の労働時間の弾力性が 0.8
ということで，これをサンプルの平均で評価すると，
10％ポイントの限界税率の減少というのが，既婚女性
の労働時間を週当たり 2.8 時間増加させるということ
にあたります。結果は海外の先行研究との比較におい
ても納得のいく範囲です。先ほどの小原先生のお話
で，日本における女性の労働供給弾性値は，実は海外
と比較してもそんなに低くないのではないかというの
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がありましたが，まさにここでもそれを見てとること
ができます。

この研究はとにかく精緻で，一番おもしろいところ
は，1990 年代の税制の変化，時系列方向の変化まで
を考慮した推定をやっているということです。配偶者
控除や所得税の累進性における非連続性を使って，既
婚女性の労働供給の弾性値を推定したのは，例えば安
部先生や大竹先生（安部・大竹 1995），赤林先生

（Akabayashi 2006）でクロスセクションデータを使っ
たものがありますが，パネルを使って時系列方向の変
化をも識別のための情報として使っているというの
は，非常に貢献が大きいのではないかと思います。

パネルを使っていますので，個人固定効果というの
はきちんと考慮することができております。さらに，
非常に重要なところとしましては，税制が変化すると
いうときに，実は税制の変化自体は各家計にとっては
外生かもしれないのですが，労働供給を調整すること
によって，どの税率が適用されるのかということがあ
る程度家計にとって選択することができます。もし家
計が労働供給を調整することで限界税率を選んでいる
ということであれば，税率と労働供給の間にある種の
内生性が発生してしまうのですが，それに対しては，
操作変数法を使って対処しています。使われた操作変
数は，もし仮に前年の所得がそのままだとすれば，税
制の変化によってどの税率が適用されたかという，あ
る意味，家庭の反応というのを一切取り除いた税制の
ピュアな変化というものを，実際に家計が直面してい
る税率の操作変数として使っています。

さらに，労働供給関数は，基本的には被説明変数が
労働時間ということなんですけれども，労働時間が観
測されるサンプルというのは当然働いているサンプル
だけなので，働く，働かないという労働参加のサンプ
ルセレクションバイアスがあるかもしれない。それも
考慮して，結果としては，そのサンプルセレクション
はそんなに問題ではないという話になるわけですけれ
ども，そこもきちんと考慮しています。

利用可能なデータをフルに活用して，丁寧に分析し
て，出てきた結果も納得のいく結果という，非常にお
もしろい，貢献度の高い論文ではないかと思いました。

少し思ったこととしましては，家計研パネルには一
応学歴などの情報はあるはずなのですが，やはりパネ
ルで固定効果として落ちてしまうからか，学歴が税率
と労働供給の関係に対してどういう影響を与えている

かという視点を取り入れることができていないことで
す。例えば，何かサブサンプルで分けてやるというふ
うにしたら，サンプルサイズの問題はあると思うんで
すけれども，そういったことも見られるとおもしろ
かったのかなという点です。

あと，既婚女性で，かつ働く女性の半分以上がパー
トタイムだったんですよね。フルタイムとパートタイ
ムだと，やはり労働供給の労働時間の弾性値はかなり
違ってくるのではないかと思いますので，いっそのこ
とパートタイム労働者に限って，事前に職業形態の選
択をサンプルセレクションのようなもので考慮した上
で，パートタイム労働者の弾性値というのを見ると，
実はフルタイムの労働者よりももっと高い値が出てき
たりするのかなと思いました。

三谷　黒田・山本（2007）で確か 90 年代後半以降
「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾力性は若干上
昇しているという結果を出していたと思うのですが，
今のお話ですとパートの増加がその背景にあるという
ことですね。

田中　黒田・山本論文では，たしか集計データで推
定されていましたよね。

三谷　集計データです。
小原　税率変更に対する弾力性ではないですね。
三谷　ではないです。
田中　ああ，なるほど。ここでは，税引き後の数値

ですね。
三谷　そうなんです，そこはすごく大きな違いです

ね。
小原　税への反応という点がこの論文のおもしろい

ところかなと思いました。つまり労働供給が税制に反
応するという，労働者は制度なんて知っていないよう
で，意外に見ているのかもしれません。

三谷　そうですね。
小原　先ほども申し上げましたが，93 年から 2002

年という家計状況が悪く，夫の所得が減る，もしくは
減らなくても増えていかない，先行きもよくないから
こそ税制が変わると，こういうことが起こる可能性は
あるのかなと思いました。パネルデータでこのような
変化を追って分析した研究はないですよね。

三谷　そうですね。
小原　税制に対する知識の差とか，選好パラメータ

の差が脱落変数になってしまって内生性の問題をもた
らすということも，パネルデータの性質を使ってコン
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トロールしています。操作変数もそうですけれども。
三谷　すごいですね。
小原　税制変更の影響の実証研究として，財政学の

分野の研究としてもおもしろいのではないでしょうか。
田中　そうですね。
小原　労働経済学だけではなくて，異分野にも影響

を与える分析だと思いました。

Ⅴ　高齢者

○山田篤裕「高齢者就業率の規定要因」

三谷　この論文はどちらかというと制度的な側面，
定年，高齢者の雇用管理とか，あるいは定年後の継続
雇用時の賃金，賃金調整というものの高齢者雇用への
影響をマクロデータとミクロデータの両方から見てい
ます。どちらかといえば，労働需要側からの分析とい
うことになります。

マクロデータによる時系列分析の結果ですが，賃金
プロファイルの傾き，ここでは若年者と高齢者の相対
賃金で見ていますが，それが低下すると男性の 60 代
前半層の就業率が高まる。それから，60 歳以上の定
年年齢の企業割合が上昇すると，同じく就業率が高ま
るということです。

それから，ミクロデータ，これは JILPT（労働政
策研究・研修機構）の調査を使っていますが，その分
析によりますと，1 つは，2004 年の高年齢者雇用安定
法によって定められた雇用確保措置の義務年齢，これ
が 63 歳になったのが 2008 年ですが，その時点でも定
年年齢は 60 歳という企業が 85％もある。一部企業で
は，さらに 50 歳代からの継続雇用の絞り込みが行わ
れている。

2 番目は，半数近くの企業は，60 歳時点よりも
40％以上の大幅な賃金調整をした上で，継続雇用をし
ている。4 分の 1 の企業は，外部労働市場の賃金水準
を考慮して，継続雇用時の賃金を決めている。

3 番目には，賃金プロファイルが緩やかな企業ほど
定年延長率が高く，そして，定年前に賃金プロファイ
ルを修正している企業では，継続雇用率が高い。ただ
し，一部の企業では，継続雇用時の賃金の引き下げ幅
が大きすぎると，逆に定年到達者の離転職を促して継
続雇用率が下がるということも見られた。

4 番目に正社員が増加，労働需要が増加していると

ころでは，もちろん定年延長確率，それから継続雇用
率も上昇している。

5 番目ですが，予想に反して，労働組合があるとこ
ろでは，定年延長確率あるいは継続雇用率は下がる傾
向にあるということです。

ほぼ理論どおりにいっているのですが，最後の労働
組合のところだけが違いますという分析結果です。こ
の論文は，最近の高齢者雇用政策，それに基づいた雇
用確保措置ということに企業がどう対応していて，そ
の結果，高齢者雇用がどうなっているのかを分析した
という意味では，政策的な貢献はかなり高いのではな
いかと思います。

しかし，私は，やはり最後の理論どおりでないとこ
ろが引っかかっています。こういう組合があるところ
というのはどういう交渉をやっているのか。論文の中
にも書いてありますが，ヒアリング調査といったこと
をしっかりやらないとわからないのではないかと思い
ます。

1 つの仮説としては，組合の交渉力を削ぐために，
定年延長確率，あるいは継続雇用というのを低くして
いる。そういうことが仮説としてはありうると思いま
す。

それから，もう 1 つは，継続雇用時の賃金が下がり
すぎると，継続雇用率が低いということですから，で
は，継続雇用時の賃金はどうやって決まるのか，その
辺の理論的なことを含めてもう少し分析したらいいの
ではないかという気がしました。

太田　まさに定年に関しての賃金プロファイルの影
響力というのは非常に強いなと。定年年齢 60 歳以上
確率については，賃金プロファイルの傾きが大きいほ
ど，この定年が 60 歳になりにくい。そういう形で，
今後定年年齢の引き上げという話が上がってくると，
それは企業としても賃金プロファイルを全体に変化さ
せないと，おそらく対応しきれないだろうし，そう
いったところがはっきりと出ているという意味でも非
常に興味深いですね。

結局，どうなんでしょう。逆にいえば，賃金プロ
ファイルというのは，生産性プロファイルととても離
れているというのを，裏返していえばそういう話で，
これは大ざっぱな議論になって恐縮なのですが，今後
この賃金プロファイルと生産性プロファイルを比較的
一致させながら，高齢者雇用を促進していきましょう
というふうになるのか。
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三谷　高齢者の生産性をどう判断するかといいます
か，労働側と企業側が双方納得できる基準というもの
が，実は非常に難しいというのが，この労働組合があ
るところもあまりうまくいってないというところに出
ているのかなというふうに読みましたけれども。

小原　この推定で少し気になるのは，労働組合の存
在で，もしかすると別の要素をとらえてしまっている
のではないかという点です。というのは賃金プロファ
イルは，企業のいろいろな属性，従業員の規模だとか
業種，産業，地域，それから形態などと関係している
と思うのですが，これらがきちんととらえられてない
可能性があります。例えば，大企業で労働組合が多
かったり，創業年数の長い企業で労働組合が多かった
りして，そういうところが，より定年後雇用延長しな
いとすると，労働組合があることではなく，そういう
属性を持つ企業で雇用延長確率が低いという可能性も
あるのかなと思いました。

三谷　なるほど。
小原　理論と違うのではなくて，計量分析でうまく

とらえきれなかったという可能性です。たぶん分析を
もう少しする必要があるんでしょうけれども。

先ほどの高齢者の生産性という意味では，継続雇用
者の賃金決定に外部労働市場での賃金水準を考慮して
いるところが多いということでしょうね。高齢者が賃
金に反応するということを企業はよくわかっていて，
生産性の高い人を雇うためには高い賃金設定をするだ
ろうし，有能な人を継続雇用するためには高い賃金設
定もする。それがどうやって決まっているかという点
は，知りたいですね。

三谷　たしか大橋先生がナッシュ交渉モデルを入れ
て，ここのところをやっています（大橋 2005）。そう
いうものも参考にして，少し精緻なモデルになるとい
いと思います。理論的にも実証的にもそうですけれど
も。たぶん，外部労働市場との話は，賃金を引き下げ
るということではないでしょうか。

小原　ああ，なるほど。
三谷　優秀な人を上げるということではないと思い

ます。それから，ここのところを見ると，大卒が多い
ところの企業であまり定年延長が進んでいない。とい
うことは大卒が多いところは業務が非常に複雑で，な
かなか客観的な能力判定の基準がない。だから，そう
いうところはもう 60 歳でいったん切ってしまえと，
切った後どうするかという話になるんだと思います。

太田　でも，難しいですよね。結局，この賃金プロ
ファイルの傾斜が生産性プロファイルよりも急である
ということには，やはり意図があるわけですね，会社
としては。代表的なのが，ここでも書いてあるように
Lazear 仮説で，例えば定年延長をする場合には，こ
の賃金プロファイルを緩やかにしないと難しい。ある
いは継続雇用者のインセンティブを強めるために，賃
金下落率を低くするために傾きを下げる。すると，今
度は現役世代と言いますか，比較的，壮年層あたりの
人的資本の蓄積とか，そういったものに何らかの影響
を与えるかもしれない。

だから今，企業はそういった意味で苦渋の選択をし
ているような部分が見えるのかなという気がします。
雇用維持はしなければいけない。しかし，従業員のイ
ンセンティブもキープしなくてはならない。その妥協
点がこの継続雇用にまさにあるような気がしてならな
いのです。

田中　外部労働市場の賃金を見ながら賃金決定をす
るというところがあるのは，ちょうど 60 歳ぐらいの
方が持っている企業特殊的な人的資本というのが，そ
れほど評価されていないからなのでしょうか。

三谷　これは南山大学の村松先生がアンケート調査
をしたもの（中部産業・労働政策研究会 2008）です
が，日本の企業は結構幅広い OJT で，多能工的な技
能を持っていると考えられているけれども，実は，高
齢者に関してそういうアンケートをとると，意外と単
能工的だということです。

小原　単能工的。
三谷　高齢者を継続雇用するときに，若干違う職種

につけるとか，持ち場を変えるとか，そういうのに全
然対応できないというアンケート結果が出ています。

小原　それはどちらが答えているのですか。
三谷　企業です。
小原　企業側ができないと答えているのですね。
三谷　そういうふうに継続雇用したときに，なかな

かそれまでの技能を生かして，しかも在職者とあまり
コンフリクトが起こらないようなところにつけるとい
うのは，やはり難しいのではないでしょうか。

田中　難しいのでしょうね。
三谷　だから，やはり中卒並みとか，そういう賃金

になってしまうのかもしれません。外部労働市場の。
それと今の制度ですと，年金の在職老齢年金とか高

年齢者雇用継続給付金がありますから，その分だけ低
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くできますよね。
小原　そうですね。
三谷　だから，そういうのがもしなくなったとき

に，どう決まっていくのか。それは非常に大きな問題
です。

小原　次の論文と関係しますが，やはり年金は大き
いでしょうからね。

三谷　そう思いますよね。
小原　でも，それだけではないんだということです

ね。年金の部分ではなく，生産性に見合うレベルへ下
げていくということを企業は考えている。

三谷　そういう意味でしょうね，たぶん。

○石井加代子・黒澤昌子「年金制度改正が男性高齢
者の労働供給行動に与える影響の分析」

太田　政府が高齢者雇用を促進している大きな理由
として，年金の支給開始年齢の引き上げがあります。
高齢者に所得の空白期間が生じないよう，60 歳から
徐々に年金の支給開始年齢を引き上げているのに対応
して，高齢者の雇用確保を企業に求めている状況があ
り，2001 年から定額部分の受給開始年齢の引き上げ
が始まっています。そういった年金の支給開始年齢の
引き上げが労働供給にどういった影響を与えるのかと
いうことを調べようとしているのがこの論文です。
『高年齢者就業実態調査』の 2000 年と 2004 年の個

票データを使っています。2000 年と 2004 年という 2
時点のデータを使うことで，その間に制度が変化して
いることの効果を，誘導型モデルを推計することに
よって求めています。

誘導型とはどういう分析かと言いますと，年金の支
給開始年齢が引き上げられた人たちで，かつこの受給
の権利を持っている人たち，つまり厚生年金受給資格
を持っている人たちの中で，実際に支給開始年齢の引
き上げにあった人が，労働供給を増やしているかどう
かというのを，2004 年調査ダミーと，それから，60
から 61 歳ダミー及びこの厚生年金受給資格ダミーの
交差項というのを見て，その効果によって識別すると
いうやり方をとっています。

この論文はそれだけにとどまらず，構造的就業形態
選択関数というものを推計しています。就業形態選択
関数というのは選択が幾つかありまして，先ほどの誘
導型は多項ロジットで推計していたのですが，こちら
はフルタイム就業，パートタイム就業，広義の失業と

非就業という，幾つかの選択確率を推計します。ま
ず，もしもその選択肢を選んだ際に一体どれだけの収
入が得られるかということを推測する。例えばパート
を選んだら賃金がこれだけ得られる，というものを，
全部データをつくっていきます。そのうえで，選択確
率を推計するわけです。

この構造推計もやって得られた結果は，誘導型とお
およそ整合的であり，特に厚生年金の定額部分の受給
開始年齢の引き上げは，やはり高齢者の労働供給を増
やしていったという結論を得ています。ただし，60
代後半層に在職老齢年金制度を適用するほうの影響
は，あまりはっきりとは出なかったという結論です。

全体において，制度を詳しくフォローした上で分析
しているので，非常に説得力のある研究になっている
なと思いました。

誘導型のところでは受給資格を使っています。他の
本来もらえるべき厚生年金の受給の満額を使っている
分析もありますが，この論文については，受給資格で
見るというふうにしていますね。

三谷　構造推計のほうは満額でやっているんですね。
太田　その形態を選択したらという意味での受給額

を使っています。
三谷　これは在職老齢年金ですけれども，この効果

は，結局その就業率を低めるといいますか，労働供給
を減退させるというふうに出ているわけですね。

太田　はい。
三谷　それはそれでいいのですが，在職老齢年金制

度そのものの，それがなかったときとあったときの効
果についてですけれども，よく言われるように在職老
齢年金があることによって，先ほどのように賃金を低
めることができる。つまりそれによって労働需要が増
える可能性がありますが，そちらの就業率を高める効
果と減退させる効果のどちらが大きいのでしょうか。
つまり，今後 60 代後半層に在職老齢年金制度をもう
少し厳しい形で拡大していくと思うのですが，そうす
るとそこでやはり同じような問題が起こるのではない
か。そういう制度があることによって，高齢者の就業
機会が増えるのか，それともそれはやはり労働供給意
欲を減退させている制度なのかという議論がまた出て
くると思います。この分析結果から何が言えるので
しょうか。

田中　シミュレーションをうまく使って何か言えな
いのでしょうか。
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三谷　逆に言えば，今の公的年金の支給開始年齢引
き上げが進んでいくと，何年か後に 60 代前半層の在
職老齢年金はなくなるわけでして，そのときに高齢者
の需要が減るのかどうか。他の状況を一定にして。

田中　そうですね。これは基本的にはやはり労働供
給の話ですよね。

三谷　この分析はそうです。
田中　そうすると例えばシミュレーションをやって

も，やはり需要サイドというのが義務になっているか
らということになりますね。

太田　そうですね。直面している賃金が変わってく
ると，需要を通じた変化も重要な要素になるんでしょ
うね。

三谷　高年齢者雇用継続給付はどういう形で入って
いるんですか。

太田　それについては特に考慮されていないのでは
ないかと思います。給付金の収入に占めるシェアは
5％前後ではなかったでしょうか。そこがどの程度影
響を与えているかというのは，必ずしもはっきりはし
ないのです。ひょっとすると何らかの影響はあるのか
もしれない。特に企業側としては，給付金があること
で継続就業を積極的に行っているのであれば，一見，
労働供給行動に見えているような部分というのは，実
は企業側の反応かもしれないわけです。

三谷　この論文はある意味でものすごく，丁寧に
やっていて，制度的な面も非常にきちんと押さえてい
ると思います。

Ⅵ　労働と健康

○Kajitani, Shinya “Working in Old Age and Health 
Outcomes in Japan”

太田　この論文は，高齢者の健康と労働時間との関
連を明らかにしようとしています。健康な人であるか
ら，高齢期になっても働くことができるという側面
と，逆に働くことで健康が保たれているといいます
か，例えば会社に出て仲間と話をすることによって，
非常に精神的にも身体的にも健康になれるという側面
があるかもしれません。ただ，海外の既存研究の中に
は，働くことで健康を損なうという結果もあり，日本
の場合はどうであろうかということを実証分析しよう
としています。

ミシガン大学と東京都健康長寿医療センター研究所
の National Survey of the Japanese Elderly の 90 年，
93 年，96 年のデータを使って，労働時間と健康の相
互依存関係を考慮に入れながら，内生性への対処とい
うのを，この操作変数を使って分析しています。最も
長く携わった仕事が自営業か否か，結婚しているかど
うかという 2 つの操作変数を，これらは労働時間とは
相関するかもしれないけれども，健康とダイレクトに
相関しないだろうということで使っています。結論は
非常に明瞭で，内生性を考慮しても，週当たり労働時
間の増加は，健康にプラスの影響があるという結論を
得ています。

健康はセルフアセストの健康指標を使っています。
あなたの健康状態はどうですかという質問に対して，
自分で「すばらしい」とか，「かなりよい」などと判
定した指標です。

ひとつ思いましたのは，これは高齢者独特のものな
のだろうかということです。他の年齢層でも，意外と
ぶらぶらしているよりも，実際に働くことが健康面に
プラスの影響を与えているかもしれないということが
あるかなと。他の年齢層ではどうかなというのが興味
深いところです。

あと，これも高齢者に限ったわけではおそらくない
と思うのですが，適度な労働時間はたぶんあるだろう
ということです。とくに，高齢者の場合は，時間が長
くなりすぎると健康を損なうということは他の年齢層
よりも顕著かもしれません。この論文の場合，労働時
間で回帰していて，1 時間延びれば健康にプラスの影
響がありますという結論ですが，効果というのはやは
り非線形である可能性が非常に強いと思いますので，
そのあたりの分析も今後おもしろいのかなと思った次
第です。

田中　最近，例えば公衆衛生や疫学のほうでもこう
いった分析が出てきていて，多くの経済学者も参入し
ているところだと思いますが，因果関係まで踏み込ん
だ分析はまだ多くないのではないかと思います。その
中でもこの論文は因果関係をきちんと見ようというと
ころの貢献がとても高いと思います。

読んでいてちょっと思ったのは，働いているかどう
かという変数に対する操作変数として，一番長い仕事
は自営業かどうかというのと，婚姻状態を使っていま
したが，操作変数として配偶者がいるかどうかという
のは，ほんとうに外生なのかなと。つまり，高齢者に
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なってくると，やはり配偶者がいるほうが身の回りの
世話とか，そういったものを通じて，非常に健康状態
に対しても影響があるかなと思ったのです。統計的に
はたぶんクリアされていると思いますが，直観的な例
で，配偶者がいるということが結構，健康に何か直接
的な影響がありそうな気がしました。

太田　そうですね。
小原　操作変数はとても難しいなと思います。今，

田中先生がおっしゃった点と関係しますけれども，最
初に労働供給を様々な変数に回帰するときに，ほんと
うだったら健康状態も説明変数に入ってくるはずなの
ですが，それは構造上入れられない，次の段階で推定
するためです。それで，他の要素を入れるしかないの
ですが，健康から労働へのパスもあるでしょうね。先
ほどの石井・黒澤論文にもありましたけれども。

田中　健康状態がよいと長く働けるということです
ね。

小原　そうです，健康であるということが継続雇用
の大きな要因としてある。高齢者の場合，特に重要な
パスだと思うんです。それをうまく取り除くというの
はこの論文だけはなく，とても難しいことだと思いま
す。やはり操作変数を用いるタイプではない分析も，
やられないといけないだろうなと。操作変数だけを
使って内生性がきれいに取り除けるかというのは，な
かなか難しい問題でもあり，私自身もいろいろなとこ
ろで指摘されることですけれども，それだけに頼らな
い方法で結果を積み上げていかないと真の因果関係に
言及するのは難しいと思います。

田中　例えば，認知能力と就業との関係で，ロー
ベッダーとウィリスの論文（Rohwedder  and  Willis 
2010）がありますよね。そこでは，働くかどうかとい
う変数に対する操作変数は，年金の受給資格を使うん
ですよね。そういった情報は，日本のデータではどう
なのでしょうか。使えたら少しわかることもあるかな
という気もするのですが。

小原　受給状況ではなく受給資格をこのデータから
とらえるのは難しいかもしれません。外生変数である
という要件を満たす変数をとらえるのは難しいですね。

田中　確かに難しいですね。でも，彼らの論文で
は，操作変数として実際にもらっている額ではなく
て，もしもらうとしたらもらえる額だったり，受給資
格があるかどうかという変数を使っていて，そこのと
ころがある種，外生になっているのだと思います。受

給資格というのは，前出の石井・黒澤論文でも労働供
給の決定要因になっているわけですから，操作変数と
しての一要件は満たしているわけです，少なくとも。

太田　結局，働くほうからの因果関係で，ソーシャ
ルインターラクションからメンタルヘルスというの
は，わりと論文にも述べられていましたが，それ以外
の肉体的な部分というのもかなりあると言われている
のでしょうか。

小原　わかりませんね。
太田　運動代わりになっているとか。
小原　そんな程度の仕事なんですかね。
太田　結局，中身はいまひとつはっきりしない部分

がどうしてもあります。効果があると言われても，で
は，どういうことなのだろうかという，もう一段掘り
下げようとするときになかなか見えないというか。

小原　次の野口論文とかかわるのですが，働いてい
るということが重要だというのはあるのかなという気
がしています。高齢者自身が働いているんだという自
覚，ソーシャルネットワークの影響はなくても，自分
は社会に出て働いているということが，活力になっ
て，健康だと感じるようになる。この点が野口論文に
出てくるのですが，働くことでソーシャルネットワー
クが持てるとか，所得が持てるということではなく
て，働くという事実が重要なのかもしれません。高齢
者でもそういうのはあるかもしれないかなと。この論
文では何も言っていませんので推測だけですが，もし
かするとそういうことがあるかもしれません。

三谷　たしかこのデータは，ものすごく詳しいもの
ですよね。だから，いろいろな変数が使えるのではな
いかと思います。そういうところも含めて，何か働く
ことの中身がわかるといいですね。単純に体を動かし
て，ラジオ体操をやっているような，そういうことな
のかな。

小原　そうですね。労働時間の長さも効果が線形に
出るとは考えにくい気がします。

三谷　やはり最適な労働時間とは，年齢とか，もち
ろん個人差は大きいでしょうけれども，年齢とともに
次第に短くなっていくとか，そういうのがわかるとい
いですね。

小原　そうですね。働くという事実が大切なのだと
したら，労働時間ではないかもしれません。そういう
のも識別ができたらおもしろいですね。

三谷　そうですね。
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田中　ひょっとするとお金をもらっているかどうか
というのも，あまり関係ないかもしれない。

小原　関係ないかもしれないです。それは次の論文
で。

○野口晴子「社会的・経済的要因と健康との因果性
に対する諸考察」

小原　太田先生から先ほど高齢者でない場合にどう
かという話がありましたが，この論文は，高齢者では
ないところの健康を見ています。分析の観点は先の論
文と同じです。働いていることが健康状態にどういう
影響を与えるかを見ています。

野口先生は医療経済学がご専門で，健康に対して非
常に綿密なと言いますか，幾つも指標を挙げて分析さ
れていてとても勉強になります。ここでは社会のステ
イタスをとらえる幾つかの説明変数も考えています。
所得やソーシャルネットワーク，会社にいて人とかか
わること，それから単純に働いているということに注
目して分析しています。

健康の指標としては心理的な健康指標，主観的な健
康指標，客観的な生活障害に関連する指標をつくって
いるのですが，一番顕著に出てくる結果は心理的な健
康状態についてで，仕事を持っていることがこの健康
状態に正の影響を与えます。所得であったり，貯蓄で
あったり，ソーシャルネットワークの存在は健康に対
して統計的に有意な影響を与えていないという結果で
す。

先ほどの Kajitani 論文と同じで，操作変数で内生
性の考慮をしています。ですから，先ほどと同じよう
な，操作変数の難しさは残ります。それから，サンプ
ル数はもともと非常に大きいのに，最終的に内生性を
考慮した GMM 推定を行うときにはとても小さく
なってしまいます。そういう問題はあるんですけれ
ど，サンプルが少なくなっても，現在雇用されている
という状況が健康を高める効果を持つ，表 3-2 がその
最初の結果なのですが，この結果はとても興味深いで
す。

ご専門は労働経済学ではありませんので，労働の変
数は単純に仕事があるかどうかだけです。そこから先
には踏み込んでいないのですが，私は，仕事を持って
いるということの重要性はあるのかなと読みました。
ただ，もしかしたら労働時間なのかもしれません。

田中　その解釈というのはやはり表の 3-1，3-2 の

GMM のところで，全部入れたときにということです
ね。

小原　そうですね，それで見るのがいいだろうとい
うことです。

田中　実際これらの変数は，やはりかなり相関が高
いから，こう別々に入れているわけですよね。

小原　別個に入れているのは，お互いの相関が高い
ということもあると思います。論文の中では，複数の
内生変数を同時にコントロールするときの操作変数の
与え方の難しさが指摘されていましたけれども。

田中　そうですね。
小原　GMM 推定で一緒にやるときには，複数の内

生変数それぞれについて少しずつ差をつけた地域デー
タをつくり上げています。先行研究があり，それに基
づいて分析されています。

心理的な健康というのも重要だと思います。現代で
は，雇用されていないということで，心理状態がとて
も悪化してしまうという意味で。

太田　総合的健康指標というのは，心理要因以外に
は何があるのでしょうか。

小原　主観的な健康状態や生活に支障があるかどう
かといったことを加味して，総合的な健康状態を点数
化しています。

太田　なるほど，内訳の詳細はわからないと……。
小原　幾つかのパターンでやっているのだと思いま

すが，掲載されているのは心理とその総合指標だけで
す。

太田　心理と総合だけですよね。
小原　そうですね。もとにはあるのではないでしょ

うか。
太田　心理的な健康も非常に重要であるとは思うの

ですが，おそらくこの心理的な健康と実際の肉体上の
健康というのは，リンクしているだろうということを
考えると，意外と働くことそのものが，何か自尊意識
を高めて，ほんとうに健康になる，体が活性化してい
くということがあるのかもしれない。それがより詳し
く分析できればおもしろそうだという感じがします。
血圧を下げたりとか。

小原　若年で，雇用されていないということが，心
理的な健康を阻害していく可能性の分析も，大変重要
だと思います。若年で雇用されていないと，生涯所得
が下がるとか，次の就職確率が下がるという話だけで
はなくて，健康も悪化するとなると，大きな影響です。
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太田　そうですね。
三谷　私は，このソーシャルネットワークが全然効

かなくて，就労しているほうが効くという，これはお
もしろいなと思いました。若年雇用ですと，自分の居
場所があるということが大事ですよね。するとソー
シャルネットワークでもいいではないかというと，そ
うではない。

小原　そうではないんですよね。
三谷　働いているというのが大事だということです

からね。
小原　労働経済学の分野においても，とても重要な

指摘だと思います。
田中　ソーシャルネットワークと就労とで一体何が

違うのかというのは，結構重要な視点だなと思いま
す。例えば，ソーシャルネットワークというとお互い
が知っている人ですが，就労というと必ずしもそうで
はない。自分が知らない人，しかもその知らない人か
ら自分が何らかの形で受容されているというのが，何
かの違いを生み出しているのでしょうか。

小原　わからないですね。
太田　いや，そうかもしれないですよ。
小原　社会に何か寄与している，というのですかね。
太田　はい，コミュニティではなくて，何かもっと

広い社会にですね。
三谷　こんな話があります。ある高齢者が心身とも

に弱って少し痴呆の症状も出て老人ホームに入ったも
のの，そこでけんかをしたら途端に元気になって，ま
た自宅に帰ったと。

ソーシャルネットワークと仕事の違いですが，仕事
というのはやはり真剣勝負でしょう。要するに労働
サービスを売買するわけですから，そこでの対人関係
というのは，ある意味とても厳しいものがある。ソー
シャルネットワークではとにかく仲よくしていること
が大事で，その環境を持続するという，お友達関係で
す。そこの違いも高齢者の場合はあるのかなという気
がしていて，おもしろい結果だと思っています。

小原　先ほどの Kajitani 論文に返ると，労働が健
康に与える正の効果はそういう解釈もできるのかなと
思いました。

○黒田祥子「生活時間の長期的な推移」

小原　いまの健康の話とも実は少し関連しているの
ですが，この論文は事実確認として，生活時間のうち

労働時間，家事時間，余暇時間の中の項目が 1986 年
から 2006 年にかけてどういうふうに変化してきてい
るかということを，まず日本で示し，それをアメリカ
の似たような時間データによる統計でも描いて日米比
較をしています。

分析結果として，まず，日本では労働時間は 90 年
代に減少するのですが，2000 年代に再び上昇すると
いう傾向を見つけています。それから，家事時間がお
そらく減少していて，余暇時間が増加しているという
傾向を示しています。ただ，余暇時間の中に睡眠時間
というのがあって，その睡眠時間に関しては，アメリ
カと違って大きく減少しているといいます。最後の点
が，先ほど申し上げました健康と意外にかかわってい
るのではないかと思うところです。睡眠というのは一
番基礎的なと言いますか，健康にかかわる基礎活動だ
と思います。ここには書いてないのですけれども，も
しかすると，この期間中に健康を阻害しているような
可能性もあるのかなというふうに思いました。

論文の主眼は，長期的な推移を明らかにすること
と，日米比較をすることです。長期間について，ま
た，時間データの処理は通常のマイクロデータの処理
の中でもとても難しいと思うのですが，統計を整理し
て，しかも，アメリカの時間データとも比較している
という点で，とても丁寧な分析です。

これは『日本労働研究雑誌』の「ワーク・ライフ・
バランス」という特集号の中の 1 つの論文なので，最
後のほうに，ワーク・ライフ・バランスに関するイン
プリケーションとして，労働時間の変化だけ見ていて
も，余暇時間，つまりライフのほうに使う時間はよく
わからない，余暇時間も追わないとバランスは議論で
きないと書かれています。

先ほどの論文ですと，労働時間が健康に影響する，
例えば，心理的な健康状態に影響するという話でした
が，労働時間が長ければ労働強度が大きいのかと言わ
れると，たぶんそうでもないと思います。時間データ
を見ると，例えば，労働時間の中で移動時間がどれく
らいで，真の仕事の時間はどれくらいでということも
わかりますし，家事労働の中で，それは育児なのか，
買い物なのかということもわかります。それから，余
暇の中でも，テレビとかくつろぎ，趣味，スポーツと
いう時間と，睡眠とか食事みたいな基礎時間もわかり
ます。こういうデータを使った分析はすごく少ないの
ですけれども，必要とされているのだろうと思いまし



32 No. 620/Feb.-Mar. 2012

た。
田中　この使っているデータは個票データですよね。
小原　『社会生活基本調査』ですね。
田中　これは普通に使えるデータなのですか。
小原　利用申請していると思います。
田中　最近このタイムユースサーベイデータを使っ

て研究している方が徐々にでてきていますね。
小原　そうですよね。私の経験から言うと，分析で

の扱いがとても難しいデータであると思います。測定
誤差が非常に大きいのです。そもそもすべての時間を
足すと 24 時間以上になってしまう回答もたくさんあ
りますし，考えられないような，例えば仕事時間 20
時間とか，睡眠時間ゼロとか，そういうサンプルをど
う処理していくかという問題もあります。

田中　健康との関係というところに戻ると，睡眠時
間と健康の関係という分析はあるのでしょうか。

小原　医療経済学の分野ではされています。私がむ
かし梶谷先生とやった研究（梶谷・小原 2010）でも，
睡眠時間は影響していました。

田中　この論文の中で睡眠時間が短くなるというこ
との 1 つの理由として，おそらくこれもまだ推測だと
思いますけれども，週休二日制が普及して土曜日の労
働というのが平日に上乗せされているというところが
あり，それで平日の睡眠時間が短くなっているという
のがあります。では逆に週末にそれだけ寝だめをする
かというと，おそらくしない。習慣形成というか，行
動経済学的にもおもしろいのかなと。

小原　なぜそれが起こっているのかを解明するのは
おもしろいと思います。労働時間の長さだけで言う
と，アメリカもかなり長いですよね。特に所得階層の
上のほうは長いはずです。そういうところとの比較も
おもしろいかもしれません。非常に労働時間の長い層
の時間の使い方が，日米でどう違うかとか。

太田　労働時間自体はそんなに，男性では 86 年か
ら 06 年まであまり変化していないんですね。

小原　変化していないと書かれていますね。
太田　それは驚くべきことで，『労働力調査』では

自分で時間を記入するのですが，その平均時間をとっ
ても，やはり労働時間は落ちるわけです。

小原　落ちますね。
太田　しかし，こちらではそれが見られないという

ことで，若干不思議です。
小原　この論文では家事時間も大きく減少している

ように見えるんですけれども，私が『社会生活基本調
査』の集計統計を使った別の研究では，そんなに減少
していかなかったように覚えていたので，どういうこ
とかなと思って読んで見ると，幾つか調整をしている
とのことでした。全体に占める属性の構成を調整した
上での平均時間を求めています。単なる平均ではなく
て，女性で，子どもがいるといった属性の社会構成を
考慮した上での平均などです。それはアメリカと比較
するためでもあるんですけれども。

太田　構成の調整をするのでということですか。
小原　そうです。たぶん，『労働力調査』で労働時

間が下がっているのは，ある属性グループだと思いま
す。例えば，高所得者，高学歴者で労働時間が長く
なっているというのが出ているとか。この論文は属性
の変化を調整していた上でのものですので，少し注意
が必要だと思います。

太田　なるほど。
小原　そういう調整をした上で睡眠時間が減ると

いっています。余暇は増えているのに，睡眠は減って
いるということらしいです。

太田　夜にサッカーを観ているのかもしれませんね
（笑）。

小原　平日の仕事時間は増えていて，その分，眠ら
なくなったと。

太田　土日にどの程度寝ているかというデータもあ
るのでしょうか。

小原　あります。こういうことは事実として知って
おくと，いろいろな行動を理解するときに役に立つと
思いました。

三谷　日米比較で一番大きな政策的示唆は何です
か。

小原　政策的示唆……難しいですね。
三谷　よくいわれるのは，「男性の家事時間が短い」

とか。
小原　そういうことですか。
三谷　これで見ると，日本はかなり長いですね。10

時間も男性は働いていますから。
小原　そうですね。アメリカの労働時間の差はすご

く大きいのではないでしょうか。日本以上に。
三谷　そうでしょうね。
小原　これは調整をした平均値ですけれども，非常

に長い時間働いている人もいるでしょうね。平均で見
ると日本の男性のほうが長いですが。
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太田　睡眠時間が減って，増えているのは何です
か？

小原　他の余暇ですね。趣味，娯楽，買い物。
太田　やはりそちらが楽しい（笑）。
三谷　これを見ると，労働時間の短縮，86 年でし

たか，労働基準法改正の効果は全くないわけですね。
その分，睡眠時間が減って健康を害しているとなる
と，政策的にもっとやらなければいけないのではない
かという感じもします。

太田　長時間労働は，精神的・身体的疲労と非常に
密接に関連していますし，過労死などにも直ちにつな
がる問題なので，そこは政策的にコントロールしなけ
ればいけないというのはあると思いますが，まだ睡眠
の問題は残るという話ですね。ただ，ここまで企業は
コントロールできませんし，長時間労働は削減できて
も，睡眠を長くするということはおそらく難しい。長
期的に見て，もしもそこに問題があるならばみんなで
考えましょうという話になるのかもしれません。

小原　労働時間は大きくは変えられないですが，残
りの時間の使い方は本人が決定するものです。それが
何か，例えば，健康の悪化につながったり，子どもや
配偶者の厚生に影響を与えるならば問題です。

太田　交際つき合いという部分があって，例えば，
つき合い酒で帰るのが遅くなってほとんど寝られない
とか，そういうケースはあり得るのでしょうか。

三谷　でも，交際つき合いは減っていますよ。
太田　減っていますか。では，増えているのは……

やはり別の部分ですね。趣味娯楽か。
小原　そうです。所得も少なくなっていますからね。

○小原美紀・大竹文雄「親の失業が新生児の健康状
態に与える影響」

田中　この論文は，やはり健康に関連している話な
のですけれども，ここでは親の就業状況が新生児の健
康状態に対して影響を与えているかどうかということ
を 見 よ う と い う も の で す。 背 景 と し て， 日 本 は
OECD 諸国の中でもかなり低体重の新生児の割合が
高いということがあります。2500 グラム未満の新生
児の割合が，OECD の平均だと 6.5％ぐらいで，日本
だと 9.7％あるというので結構高いわけです。これは，
例えば，欧米人と日本人とで違うのかというと，決し
て そ ん な こ と は な く て，80 年 代 を 見 る と， 実 は
OECD 平均よりも低体重児の割合は低かった。過去

30 年でぐっと増えてきているのは，どうも何か国の
違いというわけではないのではないかということで
す。

低体重児の割合が高いということにはいろいろな要
因が考えられるのですけれども，この論文の中では，
家計の状態，家庭環境が，子どもが生まれる際の体重
に対して影響を与えているかどうか見ていきます。

家庭環境として着目するのは親の就業状態であっ
て，例えば，親が就業しているのか，それとも失業し
ているのか，その違いによって生まれてくる子どもの
体重が変わってくるのかということを分析しています。

使っているデータは集計データですけれども，5 年
間隔で 1975 年から 2000 年までの都道府県パネルを
使っています。基本的には，各都道府県，各年度ごと
の，25 歳から 39 歳の男性の完全失業率及び就業率と
いうものに対して，各都道府県ごとの低体重児の割
合，あと，平均的な体重といったものを回帰していま
す。この分析では，家庭環境としての親の就業状態だ
けではなくて，所得に関する情報も入れています。例
えば，下位 10％の所得水準がどのくらいなのかとか，
貧困世帯の割合は都道府県ごとにその時点でどれくら
いあったのかということが，新生児の体重に対して与
える影響を見ています。

都道府県ごとの個別効果や年代の効果をひととおり
取り除いた上で回帰分析をしているわけですけれど
も，その結果得られた一番大きな発見というのは，失
業率の高さや就業率の低さというのが新生児の体重を
低下させるという，家庭環境の中でも，特に失業，就
業という労働に関する部分が，新生児の体重に対して
負の影響を与えているということです。

ただ，失業率や就業率といったものは新生児の体重
に対して影響を与えているのですが，下位 10％の所
得水準とか貧困世帯割合としてとらえた所得関連の変
数というのは，あまり影響が見出されないということ
で，先ほどから何度も出てきていますが，実は所得で
はなくて雇用，働くということがやはり重要なのでは
ないかということです。

丁寧な分析で政策的な含意に富む結果を出してい
て，興味深く読んだのですが，とくに親の世代と子ど
もの世代の格差の連鎖という話にとっての政策的含意
が非常に強い。格差の議論においては，経済学者は結
果の平等よりも機会の平等を好む傾向があるわけです
けれども，ここでの議論というのは，結局，新生児に
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とって機会の平等を保障するためには，親世代の結果
の平等を要請せざるをえない部分があるということ
で，結果か機会かの二分法みたいなことは，そもそも
あまり意味がない。そういうことがメッセージとして
出てきているのではないかと思います。

あと，新生児の体重の決定要因としては，所得では
なくて働くということそのものなので，所得再分配政
策よりも雇用創出政策をとったほうが，新生児の体重
に対して与える影響という観点からは効果的なのでは
ないかという点も，非常に示唆に富んでいて，貢献度
の高い論文だと思いました。

太田　新生児の体重の規定要因として，母親の健康
状態が基本的には大きいと考えて，何かそういった母
親情報みたいなものを，もちろん出産年齢は入れられ
ているのですが，追加的に使うのは難しいでしょうか。

小原　行動パラメータという意味では母親の学歴な
どを入れたいのですけれども，データの制約がありま
す。失業のデータは『国勢調査』の 5 年おきのデータ
を取っているのですけれども，学歴は 10 年おきに
なってしまいますし。都道府県別でやっていても，
データがとれないのです。それで，多くの部分は，都
道府県の固定効果として取り除いています。例えば，
急激に母親の平均学歴が県別に大きく変わることはな
いので，固定効果でとらえてやろうと。もしくは，1
回，階差をとっています。

ただ，時系列的に，子どもの体重というか，子ども
の健康状態が悪くなっている時期ですし，一方で労働
状況が悪化していく時期なので，時系列的な見せかけ
の相関があります。その辺は少し拡張した変量効果，
時間の側面と県の側面の 2 つからなる確率項をとらえ
る形で対処しています。

これは分析のたたき台です。マイクロデータを用い
たさらなる分析が必要だと思います。政策的にも重要
で，きちんと分析されないといけない。ただし，デー
タは簡単には手に入らないですね。この論文は，とり
あえず問題を指摘することが重要だという認識で書き
ました。これからマイクロデータが出てきて，もしか
したら分析結果としては違うものが出るかもしれませ
んが，それはそれでいいと思います。問題を皆さんに
提示することで分析が始まればよいと思います。失業
の持つ意味についても議論ができます。

太田　栄養を通じた影響もあるだろうし，夫が失職
したりするときの精神的ダメージなどがありえますよ

ね。
小原　そうですね。共著者の大竹文雄先生とは失職

のダメージの大きさについて話しています。栄養面
だったら所得でも出てきますから。

太田　私もそう思いました。
小原　それから，内生変数の問題もあり得ます。失

業するような状況にいる親の属性が影響しているのか
もしれません。まだわかりませんが，失業という変数
が失業状態に入った家計の属性をとらえていて，その
ような家計の子どもの健康状態が悪い可能性もありま
す。

実は，幼少期の健康状態が悪くなると，20 歳，40
歳時点の生産性が下がっていくという結果が欧米で得
られています。日本ではそのような分析結果はないの
ですけれども，それが念頭にありまして，だからこ
そ，小さいときの健康状態を分析するのが重要だろう
と思います。

三谷　子どもの貧困というのがだいぶ取り上げられ
ていますが，ここは経済状態ではなくて，親の就業状
態。

田中　そうですね。ある種，非金銭的な家庭環境で
す。

小原　労働時間が長くなると家で使う時間は短くな
る，そうすると子どもの健康が悪くなるという議論が
ある一方で，では，失業して労働時間がなくなれば子
どもが健康になるかというと，そういうわけでもな
い。労働時間や失業の分析は，政策的にも重要である
し，やるべきことがたくさんあります。

田中　タイムユースサーベイはまさにそういった分
析に使うことができると思います。

小原　そうですね。
田中　あと，出生児のマイクロデータとしてどうい

うものがあるのでしょうか。人口動態統計ですかね。
小原　厚生労働省の『21 世紀出生児縦断調査』で

したか，あれで，阿部彩先生が子どもの貧困について
の分析をしていたと思います（阿部 2011）。研究者が
広く使えるデータではないですけれども，データがな
い中でやれる分析の結果を積み上げていくことで，
データが使えるようになればいいのかなとは思います。

三谷　そうですね。これを厚生労働省に持っていけ
ばデータが出ますよ，きっと。

小原　そういうのも研究の意義なのかなとは思うん
ですけれども。
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三谷　しかし，大変怖い話ですね。子ども時代のそ
ういう状況，親が失業することが次世代の一生の問題
になっていく。15 歳時点で貧困だとずっと貧困とい
うような研究結果もありますから。

小原　そうですね。これはおそらく教育とか，若年
失業の話にも絡むと思います。

Ⅶ　労働と教育

○坂本和靖「親の行動・家庭環境がその後の子ども
の成長に与える影響」

田中　今の小原・大竹論文にもつながっていくよう
な話なのですけれども，この論文の中では，親の行動
とか家庭環境というのが，子どもが大人になったとき
の様々な成果にどう影響を与えるのかということを分
析しています。

欧米諸国においては，幼年期の家庭環境が子どもの
その後の成果，例えば学歴だったり，就業状態だった
り，問題行動だったりというものに対していろいろな
影響を与えるという研究が，結構蓄積されてきている
のですけれども，本論文は日本のデータを使ったそう
いった研究の，また 1 つの蓄積ということになると思
います。

先の小原・大竹論文では就業状況が重要という話
だったのですけれども，この論文で若干違うところと
いうのは，家庭環境として，一人親世帯なのか，それ
とも二人親なのかというところと，あと，若齢出産な
のかどうか，この 2 点に着目している点があります。
こういった家庭環境がその後の最終学歴や初職，就業
経験年数，または身体的精神的苦痛尺度に与える影響
を家計研パネルを使って分析しています。

推定方法は，propensity score matching method（傾
向スコアマッチング法）というもので，この推定法の
基本的なアイデアは以下のようなものです。まず，観
測できる様々な属性から見て，一人親家庭になる「確
率」が同じくらいの人というのを複数集めて来ます。
その中に，実際に一人親家庭だった人と実際は二人親
家庭で育った人の両方が含まれていれば，一人親家庭
で育った人を二人親家庭で育った人に比較して，違い
を見ようという方法です。これは，ある種のコント
ロールアプローチというか，線形の回帰式にコント
ロール変数を追加していくのに似たやり方だと思いま

す。
結果としては，一人親世帯だと二人親世帯に比べて

大学以上卒業確率が約 5％下がってしまう。就学年数
だと約半年短くなるという結果です。職歴に関して
は，初職が非正規または無職になる確率が，一人親世
帯だと，二人親世帯に比べ 2％増えてしまう。また，
統計的な有意性はないわけですけれども，精神的な苦
痛を感じやすくなってしまうということがその他の結
果として得られています。

さらに，若齢出産の効果についても学歴に関してと
ほとんど同じような結果で，大学卒業以上確率がやは
り 5％下がって，就学年数が約半年短くなる。職歴に
関して，これは統計的に有意な効果なのですけれど
も，初職が非正規または無職の確率が，若齢出産の家
計だと 6％から 7％増えて，就業経験月数が 5 カ月短
くなってしまう。さらに，親が若齢出産だと子どもも
若齢出産になるかどうかということまで見ていまし
て，その結果，親が若齢出産だと，そうでなかった家
庭に比べると，子どもの若齢出産確率，21 歳以下で
出産する確率が 6％上昇するという効果も得られてい
ます。

分析自体は大変精緻で，非常に丁寧にデータを構築
されています。この手法を使った多くの論文では，ト
リートメント効果の推定までで分析を終えるのです
が，この論文では，もし仮に omitted  variable（除外
変数）があるとしたら，どのくらいここで得られた結
果が頑健なのかという議論を，ローゼンバウムの
sensitivity  analysis 法で確かめており，非常に完成度
が高い論文だと思いました。傾向スコア法は，基本的
にコントロールアプローチだと思うので，傾向スコア
を 使 っ て あ る 程 度 コ ン ト ロ ー ル し て い っ て も，
omitted  variable というのは，どうしてもとりきれな
いところがあるので，こういった方法による検証は意
義が大きいと思います。

また，本研究においても親の家庭環境が子どもの非
常に長期的な成果に対して影響を与えるということが
実証的にわかっているので，これからの政策議論にお
いては，世代を超えた長期的な視点も重要になってく
ることを示唆しています。

小原　家庭環境が与える影響は，他国でも注目され
ていますよね。一人親家庭で育った子への影響だと
か，親の所得や階層が子どもの教育や生産性に与える
影響というのも，長く分析されているとおりだと思い
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ます。
日本では，少なくとも経済学的にこういうアプロー

チ，マッチング法も含めた，実際には本人は逆の立場
をとることはなかった事象について，統計的に仮想現
実をつくり，そのグループとの比較をして効果をはか
る方法での分析は少ないです。実際に，影響が出てき
たという結果もおもしろいです。

マッチング法自体はパネルデータではなくてもいい
のですが，家計研のパネルデータだからとらえられて
いることもあると思います。それから，分析結果の確
認を詳細に行っているという感じがあります。

ただ，マッチングさせる際の推定の説明変数として
何を把えるかという難しさがあります。操作変数法に
つ い て デ ィ ー ト ン が 言 っ て い ま す が（ 例 え ば，
Deaton 2010），誘導型の政策評価でトリートを受け
たことの真の効果を統計的にとらえることだけに頼る
のは危険だろうと思います。

田中　いろいろやってみることが重要かなと。
小原　そうですね。
田中　ここまでやってこれなんだというのがあった

ほうがいいと。
小原　一つひとつ結果を出していくこと，蓄積して

いくことが必要だと思っています。
田中　小原先生の話で，ここで統計的にかっちりと

家庭環境の効果を出したというところが，この論文の
貢献として非常に高いことがありました。私も全く同
感なのですけれども，この論文はこの論文できちんと
完結しているのですが，次のステップとして，では，
何で一人親世帯が子どもに悪影響を与えるのかとか，
若齢出産が悪影響を与えるのかというメカニズムに踏
み込むことができないと，おそらく政策というところ
にまで確実に結びつけるのには難しいかなと思います。

小原　そうですね。先ほどからの議論で行くと，時
間の使い方があったり，お金の使い方があるのと同時
に，へックマンが一連の研究で言っているように（例
えば，Cunha  et  al 2005），何歳の時点で家庭環境が
悪くなったのかが重要かもしれない。幼少期が重要と
彼は言っています。そういう分析も大切ですよね。ど
この時点で受けたショックがその後影響するかという。

田中　そうですね。
小原　政策のターゲットとして，子どもの何を対象

にするのかという話にもつながると思います。子ども
の年齢というか，どの段階のときに何をしたらよいか

という。子ども手当ての話も議論されていますけれど
も，それともかかわりますし。お金の使い方が所得階
層で違うのだとしたら，子ども手当の所得制限の話と
も絡みます。親の先延ばし行動のような話もかかわり
ます。

三谷　ただ，子どもにとっては，これは制御できな
いですよね。

小原　だから深刻です。
三谷　政策的に何らかの手当てをしないとだめです

ね。
小原　社会全体の生産性にかかわるのであれば，子

どもがいない人は関係ないという話ではないと思いま
す。

太田　若齢出産がこんなに効くのかという感じで
す。若いときに出産することそのものが影響力をもっ
ているのかというのは論点ですね。

小原　いろいろな説明があるようです。早く結婚し
てしまうというような人は，結婚以外にも行動差が出
るようですから。若年出産をする人には，学歴が短い
人，教育を受けることを早くやめてしまう人たちも多
い。それが子どもの教育や生産性の低さにつながると
いう要素もおそらくあると思います。

太田　あるでしょうね。そこのあたりをきちんとと
らえるのが非常に難しいので，一応，この若齢出産と
いう指標にはなっているのだけれども，意味合いにつ
いては……。

小原　とらえている意味は，そうですね……
太田　まだ十分はわかっていないと。
小原　純粋に若くして子どもを育てることの影響な

のかもしれないですし。
太田　そうですね，だから，そこはまだわからない。
三谷　初職が非正規という層が非常に多いというの

は，欧米の若年雇用で問題になっている就職困難層で
すかね，そういうものが増える要因になるかと。そう
いう意味ではとても政策的に重要なファインディング
だと思います。

○Tanaka，Ryuichi “The Gender-Asymmetric Effect 
of Working Mothers on Children’s Education: 
Evidence from Japan”

小原　この論文は，母親の働き方が子どもの教育成
果に与える影響を見ているという点で，今まで見てき
た論文と絡んでいます。使っているデータは 2000 年
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代初期から半ばの大阪商業大学の JGSS『日本版総合
的社会調査』のデータをプールしたもので，母親が，
パートタイムやフルタイムで働くことが，娘や息子の
教育成果にどういう影響を与えるかを見ています。

これまでの話と違うところは，娘と息子を分けてい
るところです。母親がパートで働くと娘と息子，両方
の教育成果を下げてしまうのですけれども，フルタイ
ムで働くと息子の教育成果だけを下げる。また，母親
の働き方は娘の働き方に影響する。母親がロールモデ
ルになっていると解釈されています。

母親の働き方が子どもの教育成果に負の影響を与え
るということは，今，見てきたような論文でも想像で
きるのですけれども，子どもの性別でその影響が異な
るというところが，結果のおもしろいところです。

もちろん，ロールモデル以外の解釈をすることも可
能です。パートタイムとフルタイムでは，例えば，時
間やお金の使い方が異なる可能性があります。そもそ
も，娘と息子の教育に対する期待などは異なるでしょ
うから，それらの使い方も異なる可能性もあります。
先ほどの坂本論文の家庭環境の分析とも実はつながっ
ていて，親がどういう家庭環境をつくってきたのか
が，教育成果に異なる影響を与えるとも解釈できると
思います。

ひとつお聞きしたいのですが，結果がこうなること
を，最初から予測されていたのでしょうか。

田中　いや，全く予測していなかったです。
小原　母親の働き方が子どもの教育成果に影響する

だろうという疑問から分析は始まったのかなと私は予
想しているのですけれども，結果が非対称に出てくる
という予想を最初からしていたわけではないのですね。

田中　親の学歴が子どもの学歴に対して与える影響
というのは，どうも性別で非対称ではないかというの
があり，先行研究でもいろいろと議論されているとこ
ろです。それを，例えば，母親の就業の効果という視
点から見ると違いがあるのかなということには興味が
ありました。

小原　なるほど，それが働き方として娘の働き方に
影響するのですね。あとは，息子の嫁の働き方にも影
響するというのはおもしろいですね。

三谷　娘の教育年数に影響するというのもおもしろ
いですね。母親の働き方がね。何かワンステップあり
そうな感じがするのですが，ロールモデルだとどうい
うことなんでしょうか。母親と同じ教育年数にしたい

というのが普通でしょうけれども。
田中　私が想定していたのは，例えば母親がフルタ

イムで働いていると，娘は将来，フルタイムとして働
くようになる傾向があるのではないかというようなこ
とです。ある種，予想というか，そういった将来展望
を持って，フルタイムで働くためには，学歴を積み増
しておくというインセンティブが高くなるのではない
かと。結果として，将来のフルタイム雇用というのを
見越した上での人的資本の蓄積というようなことを考
えたわけですけれども。

ただ，これは，確かにお手本効果が男女間で非対称
性かどうかを見るという点でよかったんですけれど
も，先日，某所でセミナーをやったときにある先生か
ら，「実はこれ，母親の就業が娘に対して影響を与え
ているというよりも，息子に対して悪影響を与えてい
るのではないのか」というコメントをいただきまし
た。非常にユニークだったんですけれども，母親がフ
ルタイムでばりばり働いていると，息子は，将来，フ
ルタイムで働く人と結婚して食べさせてもらえばいい
と思うようになるのではないか，と（笑）。

三谷　おもしろいですね。
田中　ある種，1 つの仮説というか，結果は結果な

んですけれども，こういうふうな見方もある。まだ私
の解釈の方がいいかなと思ってはいるのですが，いろ
いろおもしろい見方もできるなと。

三谷　先ほど小原先生が言われた，家庭環境という
のもやはり効いているかもしれません。9 月の労働経
済学コンファレンスで一橋大学の川口大司先生がゆと
り教育の学習時間への効果について発表されていまし
たが，土曜日に授業をやらなくなった効果が，たしか
女子には強く出るらしいのです。それも親の学歴で
す。親が低学歴の家庭では，女子のほうの学習時間に
強く出る。学歴が低いところの家庭環境では，女子は
もうそんなに教育しなくてもいいということがあるか
もしれない。男女で違うというのは，確かにおもしろ
いですね。

田中　やはり，なぜ違うのかというのを，もっとき
ちんと見ていかなければいけないということだと思い
ます。

小原　繰り返しになりますが，重要だなと思うの
は，親の働き方が，世代を超えたところまで影響して
しまうことです。この論文では，男の子の教育成果を
下げてしまうとすると，格差という意味ではもしかし
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たら縮小するかもしれないですが，仮に母親が働くこ
とで負の影響を与えるのだとすると格差は拡大するか
もしれない。

田中　所得格差という意味ではということですね。
小原　そうです。世代を超えたところにどのような

影響を与えるのかは分析してみないとわからないです
よね。そういうのを見ていくことが重要ですかね。

三谷　おもしろいですね，それは。
太田　息子に与える影響で，パートや自営業のほう

が大きいというのは，どういう理由でしょうか。
田中　例えば，テーブル 4.1 の 1 とか 2 だとそうい

うふうに出てくるんですけれども，いろいろ押さえて
いくと，フルタイムであれ，パートタイムであれ，母
親が外で働いていると負だということです。自営業・
家族従業員の場合は，もっと実は効果が小さくなると
いうので，たぶん，定式化によって少し変わってくる
と思います。

太田　少し違うという感じでしょうか。
田中　いろいろ押さえないと，就業形態がいろいろ

なものを拾ってしまっているということです。
太田　ああ，なるほど。
小原　私の進行中の分析でも，やはり似た結果が出

ています。つまりフルタイムとパートタイムで見る
と，フルタイムのほうが負の影響は小さい。私が見て
いるのは教育ではないのですが。これには幾つかのこ
とが考えられます。子どもに対するお金の使い方とか
時間の使い方の選好に差があるかもしれない。フルタ
イムで働いている人は，子どものために費やすものが
多かったりするかもしれない。労働時間の影響は線形
ではなく，非線形になっている可能性もあります。労
働時間が長くなるにつれて，子どもへの負の影響がど
んどん大きくなっていくわけではないと思います。

太田　興味深いですよね，線形になっているわけで
はないと。

小原　国によっても随分違うようです。私は日本の
家計で見ているんですけれども，母親がパートタイム
で働いている所得階層の低い家計が，一番体に悪いも
のを消費しやすいようです。フルタイムの人は，ジャ
ンクフードと呼ばれるものは買わなかったりします。
Tanaka 論文では教育について見ているんですけれど
も，同じ可能性はあって，子どもの教育にお金や時間
を使うということがフルタイムで出てくるなら，フル
タイムこそネガティブな影響は小さくなる可能性があ

るのではないかと。
田中　あと，フルタイムのほうは，いわゆるフリン

ジ・ベネフィットというか，いろいろ制度上そういっ
た支援が受けられるけれども，パートは受けられない
ということだと，そういった効果も，もしかするとあ
るかもしれないです。

小原　そうですね。

お わ り に

小原　きょう議論してあらためて思ったのですが，
いろいろなところで多くのものがつながっていて，労
働経済学の分析分野はとても範囲が広いですが，1 つ
だけ見ていたらだめですね。

田中　細かい分野でいろいろな論文をぐーっと読ん
だりすることはあるのですが，こうやって広い視野で
いろいろな労働関係の論文をまとめて読む機会を与え
ていただいて，ほんとうにそういう機会はすごく大切
だなと思いました。取り上げた論文の並び方というの
も，日本の労働の過去，現在，未来という感じになっ
ており，学界展望という意味では良い流れになってい
たのではないでしょうか。

太田　三谷先生に仕切っていただいたと同時に，労
働と健康，そして労働と教育という小原先生，田中先
生のお二人がされている研究が，世代間の問題，格差
の問題等と連関が深いということもあって，大変重要
な議論ができたのではないかと思います。『日本労働
研究雑誌』の編集担当の一員としてお礼を申し上げま
す。

三谷　私もこんなにたくさんの論文を読んだのは久
しぶりでして，大変楽しく勉強させていただきまし
た。やはり，労働経済学というのは，どんどん違う分
野に範囲を広げながら進化しているなということを実
感しました。

きょうはどうもありがとうございました。
  （2011 年 11 月 25 日：東京にて）
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